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社会保障・税一体改革成案
(6月 30日 取りまとめ )



社会保障・税一体改革成案

脇.馴鋪只な音陵』

社会保障と税の一体改革については、平成 22年 10月に政府饉与党社会保障改

革検討本部を設置し、以来、同年 11月から12月にかけて社会保障改革に関する

有識者検討会を開催、本年2月から6月にかけては社会保障改革に関する集中検

討会議を開催するなど、精力的に議論を進めてきた。また、この間、与党(民主党・

国民新党)においても、民主党社会保障と税の抜本改革調査会等において議論を

深め、報告の取りまとめ等を行つてきた。

本成案は、「社会保障改革の推進について」(平成22年 12月 14日閣議決定)(別

紙1)に基づき、政府・与党におけるこれらの集中的な検討の成果をもとに、社会保

障と税の一体改革の具体的方向について取りまとめたものである。政府・与党に

おいては、本成案に基づき更に検討を進め、その具体化を図ることとする。

この改革の実現のためには1立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理

解と協力が必要であり、本成案をもって野党各党に社会保障改革のための協議を

提案し、参加を口乎び掛ける。

本年3月 11日に発生した東日本大震災は、我が国に未曽有の被害をもたらした。

この国難を克服していくためには、単なる災害復旧にとどまらず、活力ある日本の

再生を視里刊こ入れた復興のための施策を推進していく必要がある。このため、被

災地・被災者に十分に配慮し、社会保障口税一体改革については、復興対策との両

立を図りつつ取り組むものとする。この中で、未来志向の見地から、被災地を少子

高齢化が進む日本の先進的モデルとしていく。



I 社会保障改革の

1社会保障改革の基本的考え方 ～「中規模・高機育誌社会保障」の実現を目指して

現行の社会保障制度の基本的枠組みが作られた1960年代以降今日まで、①非

正規雇用の増加等の雇用基盤の変化、②地域・家族のセーフティネット機能の減

退、③人口、とりわけ現役世代の顕著な減少、④高齢イЫこ伴う社会保障に関わる

費用の急速な増大、⑤経済の低迷、デフレの長期化等厳しい経済・財政状況、⑥

企業のセーフティネット機能の減退、といつた社会経済諸情勢の大きな変化が生じ

ている。

これらを踏まえ、国民の自立を支え、安心して生活ができる社会基盤を整備する

という社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強化を図つていくこと

が求められている。

社会保障改革を行うに当たっては、社会保障国民会議、安心社会実現会議以来

の様々な議論の積み重ねを尊重し、昨年 12月 の社会保障改革に関する有識者検

討会報告で示された「3つの理念」(①参加保障、②普遍主義、③安心に基づく活

力)や「5つの原則」(①全世代対応、②未来への投資、③分権的・多元的供給体制、

④包括的支援、⑤負担の先送りをしない安定財源)を踏まえたものとしていくことが

重要である。

まず、セーフティネットに生じたほころびや格差の拡大などに対応し、所得の再

分酉己機能の強化や家族関係の支出の拡大を通じて、全世代を通じた安心の確保

を図り、かつ、国民一人ひとりの安心感を高めていく。このため、セーフティネット

から抜け落ちていた人を含め、すべての人が社会保障の受益者であることを実感

できるようにしていく。制度が出産・子育てを含めた生き方や働き方に中立的で選

択できる社会、雇用などを通じて参加が保障される社会、子どもが家族や社会と関

わり良質な環境の中でしつかりと育つ社会を目指す。

社会保障は国民が支え合いの仕組みに積極的に参加することで強固なものと

なっていくが、そのためには、サービスの不足、就職難、ワーキングプア、社会的

疎外、虐待などの国民が直面する現実の課題に立ち向かい、情報開示や必要な

効率化などの質の向上を図りつつ、より公平・公正で自助口共助口公助の最適なバ

ランスによって支えられる社会保障制度に改革をしていく。支援を必要とする人の

立場に立った、包括的な支援体制を構築し、また、地域で尊厳を持つて生きられる
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よう支える医療・介護が実現した社会を目指す。

そして、より受益感覚が得られ、納得感のある社会保障の実現を目指し、国民皆

保険口皆年金を堅持した上で、給付と負担のバランスを前提として、それぞれ

OECD先進諸国の水準を踏まえた制度設計を行い、中規模日高機能な社会保障体
制を目指す。

以上のような改革の基本的考え方にたち、必要な社会保障の機能強化を確実に

実施し、同時に社会保障全体の持続可能性の確保を図るため、以下の諸点に留意

しつつ、制度全般にわたる改革を行う。

① 自助・共助・公助の最適バランスに留意し、個人の尊厳の保持、自立口自助

を国民相互の共助・連帯の仕組みを通じて支援していくことを基本に、格差ロ

貧困の拡大や社会的排除を回避し、国民一人一人がその能力を最大限発揮

し、積極的に社会に参加して「居場所と出番」を持ち、社会経済を支えていくこ

とのできる制度を構築する。

② 必要な機能の充実と徹底した給付の重点化口制度運営の効率イヒを同時に行

い、真に必要な給付を確実に確保しつつ負担の最適化を図り、国民の信頼に

応え得る高機能で中長期的に持続可能な制度を実現する。

③ 給付・負担両面で、世代間のみならず世代内での公平を重視した改革を行

つ。

④ 社会保障・財政日経済の相互関係に留意し、社会保障改革と財政健全化の

同時達成、社会保障改革と経済成長との好循環を実現する。

⑤ 国民の視点で、地方単独事業を含む社会保障給付の全体像を整理するとと

もに、地域や個人の多様なニーズに的確に対応できるよう、地方の現場にお

ける経験や創意を取り入れ、各種サービスのワンストップ化をはじめ制度の

簡素化や質の向上を推進する。

2改革の優先順位と個別分里刊こおける具体的改革の方向

(1)改革の優先順位

厚生労働省案に示す「社会保障制度改革の基本的方向性」(1.全世代対応

型・未来への投資、 2.参加保障・包括的支援(全ての人が参加できる社会)、
3.普遍主義、分権的・多元的なサービス供給体制、 4.安心に基づく活力)を
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踏まえ、

①子ども・子育て支援、若者雇用対策

② 医療口介護等のサービス改革

③ 年金改革

④ 制度横断的課題としての「貧困口格差対策(重層的セーフティネット)」「低所得

者対策」

についてまず優先的に取り組む。

(2)個別分里刊こおける具体的改革

個別分里刊こおける具体的改革項目については、

① 5月 23日及び 30日に総理から示された「安心」3本柱、「支え合い」3本柱、

「成長」3本柱について、着実な実行を図る。

② 負担と給付の関係が明確な社会保険(=共助口連帯)の枠組みの強イЫこよる

機能強化を基本とする。

③ ①及び②を前提に、社会の分断・二極化、貧困・格差の再生産の防止の観

点から、社会保険制度において適用拡大や低所得者対策を実施するなどによ

り、セーフティネット機能の強化を図る。

④ 世代間のみならず、世代内(特に高齢世代内)での公平の確保、所得再分

配機能の強化を図る観点から、給付口負担両面での見直しを行う。

⑤ 医療口介護・保育等のサービス分野における多様な主体の参加、「新しい公

共」の創出など、成長に貢献し、地域に根ざすサービス提供体制の実現を図

る。

といつた点を基本に、必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の

効率化を同時に実施する。

個別分野ごとの充実項目、重点化・効率化項目の内容及び改革の工程は、

別紙2「ネ土会保障改革の具体策、工程及び費用試算」の欄 A～Cに示すとおりで

あり、各改革項目の記述に当たつては、可能な限り具体的な数値目標を示すと

ともに、成長戦略に関係の深い項目についてはその旨付記した。

<個別分里刊こおける主な改革項目(充実/重点化・効率化)>
I 子ども日子育て
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○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴い、地域の実情に応じた保

育等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を図る。

・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの

拡充、社会的養護の充実
口保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体

制の一元化

I医療口介護等
○ 地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を

図る。そのため、診療報酬口介護報酬の体系的見直しと基盤整備のための

一括的な法整備を行う。

・ 病院口病床機能の分化口強化と連携、地域間口診療科間の偏在の是正、予

防対策の強化、在宅医療の充実等、地域包括ケアシステムの構築ロケア

マネジメントの機能強化口居住系サービスの充実、施設のユニット化、重

点化に伴うマンパワーの増強

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ICT活用による重複受診・重

複検査・過剰薬剤投与等の削減、介護予防・重度化予防

○ 保険者機能の強化を通じて、医療口介護保険制度のセーフティネット機能

の強化・給付の重点化などを図る。

a)被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営

の都道府県単位化・財政基盤の強化

b)介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配

慮、保険給付の重点化

・ 1号保険料の低所得者保険料軽減強化
口介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化

c)高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額

負担等の併せた検討(病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適

正化も検討)。 ただし、受診時定額負担については低所得者に配慮。

d)その他

・ 総合合算制度、低所得者対策・逆進性対策等の検討
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・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合

の国庫補助の見直し

・ 高齢者医療制度の見直し(高齢世代・若年世代にとって公平で納得のい

く負担の仕組み、支援金の総報酬害1導入、自己負担割合の見直しなど)

Ⅲ 年金

○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」

実現に取り組む。

・ 所得比例年急社会保険方式)、 最低保障年金(税財源)

〇 年金改革の目指すべき方向性に,わて、現行制度の改善を図る。
・ 最低保障機能の強化十高所得者の年金給付の見直し
口短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第3号被保険者制度の見

直し、在職老齢年金の見直し、産体期間中の保険料負担免除、被用者年

金の一元化

・ マクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限の引上げな

どの検討

○ 業務運営の効率化を図る(業務運営及びシステムの改善)。

Ⅳ 就労促進

○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業

率の M字カーブの解消、年齢にかかわりなく働き続けることができる社会
づくり、障害者の雇用促進に取り組む。その際、地域の実情に応じ、関係機

関が連携し、就労促進施策を福祉、産業振興、教育施策などと総合的に実

施する。

○ ディーセントワーク(働きがいのある人間らしい仕事)の実現を図る。

○ 雇用保険・求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討

する。

V I～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化
ロサービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第2のセーフティネットの

構築、生活保護の見直し(就労口自立支援の充実、医療扶助等の適正化、不正

受給防止対策の徹底、関係機関の連携強化などの重点化・効率化)、 総合的

6



な障害者施策の充実(制度の谷間のない支援、地域移行日地域生活の支援)、

難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域モデルの提示

・ また、社会保障制度の持続可能性向上のためには、次世代を担う子どもB若

者の育成が肝要であり、上記の社会保障制度改革と併せて、雇用流動化に対

応して、手に珊をつけ就業につなげるための教育環境整備や、教育の質と機

会均等を確保するための方策、特に生計困難でありながら好成績を修めた学

生等への支援の強化に取り組む。

Ⅵ 地方単独事業

〇 以上の改革の方向も勘案し、地方自治体は、国費に関連する制度と相まっ

て、地域の実情に応じて、社会保障関係の地方単独事業を実施する。

[再掲]貧困・格差対策 ～ 重層的なセーフティネットの構築
○ 就労口生活支援が一体となったワンストップサービス

○ 短時間労働者に対する社会保険の適用拡大

○ 社会保険制度における低所得者対策の強化

・ 市町村国保口介護保険における低所得者への配慮、高度・長期医療への

対応(セーフティネット機能の強化)、 総合合算制度、年金制度における最低

保障機能の強化

○ 第2のセーフティネットの構築
口求職者支援制度の創設、複合的困難を抱える者への伴走型支援(パーソ

ナルサポート、ワンストップサービス等による社会的包摂の推進)

○ 生,舌保護の見直し

(3)社会保障口税に関わる共通番号制度の早期導入

社会保障口税に関わる番号制度は、主として、真に手を差し伸べるべき人に対

する社会保障を充実させ、効率的かつ適切に提供することを目的に導入を目指

すものである。その導入により、国民の給付と負担の公正性、明確性を確保す

るとともに、国民の利便性の更なる向上を図ることが可能となるほか、行政の効

率化ロスリム化も可能となる。

その導入に当たつては、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策

を講じるとともに、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要がある。



6月には「社会保障・税番号大綱」を策定し、今秋以降可能な限り早期に国会ヘ

の法案提出を目指す。

Ⅱ 社会保障費用の推言

1機艶強化(充実と重点化・効率化の同時実施)にかかる費用
子ども・子育て、医療・介護等及び年金の各分野ごとの充実項目、重点化口効

率化項目にかかる費用(公費)の推計は別紙2の欄 D及び Eに示すとおりであ
る。

改革全体を通じて、2015年度において

充実による額         3.8兆 円程度
重点化口効率化による額  ～▲1.2兆円程度
を一つの目途として、機能強化(充実と重点化・効率化の同時実施)による追加

所要額(公費)は、約 2.7兆円程度と見込まれる。

2015年段階における各分野ごとの追加所要額(公費)は、

I 子ども・子育て       0.7兆 円程度
(税制抜本改革以外の財源も含めて 1兆円超程度の措置を今後検討)

I 医療・介護等       ～1.6兆円弱程度
(総合合算制度～0.4兆円程度を含む)

Ⅲ 年金          ～o.6兆円程度

〔

酪 :鋼・権 燎   ～
・
41羅
、 順 ～Q4用 離 袷 0〕

と見込まれる。

2社会保障給付にかかる公費(国・地方)全体の推計
社会保障給付にかかる現行の費用推計については、そのベースとなる統計

が基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、
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地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理す

る。
1

Ⅲ 社会保障・税一体改革の基本

1社会保障の安定財源確保の基本的枠組み

(1)消費税収を主たる財源とする社会保障安定財源の確保

民主党「税と社会保障の抜本改革調査会J中間整理等、社会保障財源のあり

方に関する累次の報告や関係法律の規定を踏まえ、国民が広く受益する社会保

障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点などから、社会保障給付

に要する公費負担の費用は、消費税収(国口地方)を主要な財源として確保す

る。

消費税収(国・地方)については、このうち国分が現在予算総則上高齢者三経

費に充当されているが、今後は、高齢者三経費を基本としつつ、「制度として確

立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための

施策に要する費用」(「社会保障四経費」、平成 21年度税制改正法附則 104条 )

に充当する分野を拡充する。社会保障の安定財源確保に向けて、消費税収の規

模とこれらの費用の関係を踏まえ、国・地方合わせた消費税収の充実を図る。

(2)消費税収の使途の明確化

消費税収(国・地方、現行分の地方消費税を除く)については、全て国民に還

元し、官の肥大化には使わない2こととし、消費税を原則として社会保障の目的

税とすることを法律上、会計上も明確にすることを含め、区分経理を徹底する等、

その使途を明確化する(消費税収の社会保障財源化)。

さらに、将来的には、社会保障給付にかかる公費全体について、消費税収

(国口地方)を主たる財源として安定財源を確保することによって、社会保障制度

2011年度予算ベースでは、社会保障給付に係る国。地方公費は39.4兆円である。
他方、総務省推計によれば、2011年度で、地方単独事業として社会保障に関連する支出は 7.7兆円と見込ま
オ%。

有識者検討会報告において引用されている昨諭詞能な社会側聯 とその安定財源確保に向けた中期プ
ログラム」(平成20年 12月 24日閣議決定参照
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の一層の安定口強化につなげていく。

(3)国・地方を通じた社会保障給付の安定財源の確保
上記(1)及び(2)の改革を進めるに当たり、国民一人一人に包括的な支援を

行うという社会保障の考え方からすれば、地域住民に身近なところでサービスを

設計し、実行する地方自治体の役割は極めて重要であり、地方による分権的な

社会保障は、社会保障の信頼を大きく高める。現行分の消費税収(国口地方)に

ついてはこれまでの経緯を踏まえ国口地方の酉己分(地方分については現行分の

地方消費税及び消費税の現行の交付税法定率分)と地方分の基本的枠組みを

変更しないことを前提として、引上げ分の消費税収(国・地方)については(1)の

分野に則つた範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じた配分

を実現することとし、国とともに社会保障制度を支える地方自治体の社会保障給

付に対する安定財源の確保を図る。

今般の社会保障改革における安定財源確保の考え方を踏まえつつ、Ⅱ-2
における総合的な整理を行つた上で、地方単独事業に関して、必要な安定財源

が確保できるよう、Ⅳ(5)に掲げる地方税制の改革などを行う。

(4)消費税率の段階的引上げ

上記(1)～ (3)を踏まえ、社会保障給付の規模に見合った安定財源の確保に

向け、まずは、2010年代半ばまでに段階的に消費税率(国口地方)を 10%まで引

き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する(男1紙3)。

2社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成

未来への投資である社会保障のコストを、将来世代に先送りすることは許さ

れない。現在の社会保障給付の財源の多くが赤字公債、すなわち将来世代の

負担で賄われている。このような状況は、社会保障のあり方としても、危機的と

も言える国口地方の財政状況からもこれ以上放置することはできず、「現在の世

代が受ける社会保障は現在の世代で負担する」
3との原則に一刻も早く立ち戻る

3 民主党「税と社会保障の抜本改革調査会」中間整理
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必要がある。

今回の社会保障改革の目指すところは、「社会保障の機能強化」と「機能維持

一制度の持続可能性の確保」である。社会保障改革の財源確保と財政健全化は

相反する課題ではなく、両者を同時達成するしか、それぞれの目標を実現する

道はない。
4

このような考え方に立って、社会保障・税一体改革においては、社会保障給付

にかかる安定財源を確保していくことを通じて、財政健全化を同時に実現する。

具体的には、まずは、2010年代半ばまでに段階的に消費税率(国・地方)を

10%まで引き上げ、国口地方合わせて、上記Ⅱ-1で示す「機能強化」にかかる

費用、高齢化の進行等により増大する費用及び基礎年金国庫負担2分の1を実

現するために必要な費用(社会保障国民会議では、この3つの経費を合計して

「機能強化」として試算している)、 後代に付け回しをしている「機能維持」にかか

る費用及び消費税率引上げに伴う社会保障支出等の増加に要する費用を賄うこ

とにより、社会保障の安定財源確保を図る5。

これらの取組みなどにより、2015年度段階での財政健全化目標6の達成に向

かぅことで7、「社会保障の安定財源確保と財政健全化の同時達成」への一里塚

が築かれる。

税制全体の

税制抜本改革については、社会保障改革の進め方との整合性にも配意しつつ、

平成 21年度税制改正法附則 104条第 3項及び平成 22年度・23年度税制改正大

5

6

「社会保障強化だけが追求され中 断ミ後回しにされるならば、社会保障制島 また遠からず機能停止

する。しかし、財政健全化のみを目的とする改革で社会保障の質が犠牲になれば、社会の活力を引き出すこと
はできず、財政健全化が目指す持続可能な日本そのものが実現しない。」(有識渚検討会朝告)
Ⅱ-2における総合的な整理を踏まえた対応に留意する。
「財政運営戦略」(平成22年 6月 22日間議決0において、国及び国。地方の基礎的財政収支赤字の対GDP
比を、2015年慮 でに2010年度の水準から繊 、2020年度までに馴 ヒさせた上で、2021年度以降におい

て、国。地方の公債等残高の対GDP比を安定的にい させることとされている。
財政健全化目標の達由所要額は、内閣府「経済財政の中長期試算」(平成23年 1月 )を前提としている(年央
に蒔 Tl。
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綱(閣議決定)で示された改革の方向性に沿つて、以下の考え方により検討を加え、

個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税にわたる改革を進める。また、地方

に関わる事項については、地方団体の意見に十分酉己意して、検討を進めることと

する。

(1)個人所得課税

雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、格差の是正や所得再分酉己機能

等の回復のため、各種の所得控除の見直しや税率構造の改革を行う。給付付き

税額控除については、所得把握のための番号制度等を前提に、関連する社会

保障制度の見直しと併せて検討を進める。金融証券税制について、金融所得課

税の一体化に取り組む。

(2)法人課税

企業の国際的な競争力の維持日向上、国内への立地の確保・促進、雇用と国

内投資の拡大を図る観点から、国際的な協調や主要国との競争条件等にも留意

しつつ、課税ベースの拡大等と併せ、法人実効税率の引下げを行う。地域経済

の柱となり、雇用の大半を担っている中小法人に対する軽減税率についても、

中小企業関連の租税特別措置の見直しと併せ、引下げをイラ 。

(3)消費課税

消費税(国口地方)については、本成案に則って所要の改正を行う。いわゆる

逆進性の問題については、消費税率(国・地方)が一定の水準に達し、税口社会

保障全体の再分配を見てもなお対策が必要となった場合には、制度の簡素化や

効率性などの観点から、複数税率よりも給付などによる対応を優先することを基

本に総合的に検討する。

併せて、消費税制度の信頼性を確保するための一層の課税の適正化を行う

ほか、消費税と個別間接税の関係等の論点について検討する。

エネルギー課税については、地球温暖化対策の観点から、エネルギー起源

C02排出抑制等を図るための税を導入する。また、地球温暖化対策に係る諸施

策を地域において総合的に進めるため、地方公共団体の財源を確保する仕組

みについて検討する。車体課税については、地球温暖化対策の観点や国及び

地方の財政の状況も踏まえつつ、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方
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向で見直しを検討する。

(4)資産課税

資産再分配機能を回復し、格差の固定化を防止する観点から、相続税の課税

ベース、税率構造を見直し、負担の適正化を行う。これと併せ、高齢者が保有す

る資産の現役世代への早期移転を促し、その有効活用を通じた経済社会の活

性化を図るとの観点から、世代を超えた資産格差の固定化にも配慮しつつ、贈

与税を軽減する。また、事業承継税制について、運用状況等を踏まえ見直しを

検討する。

(5)地方税制

地域主権改革の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保

の観点から、地方消費税を充実するとともに、地方法人課税のあり方を見直すこ

となどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築する。

また、税制を通じて住民自治を確立するため、現行の地方税制度を「自主的な判

断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革する。

(6)その他

上記の改革のほか、社会保障・税に関わる共通番号制度の導入を含む納税

環境の整備を進めるとともに、国際的租税回避の防止を通じて適切な課税権を

確保しつつ投資交流の促進等を図る等の国際課税に関する取組みや国際連帯

税等について、検討を行う。

なお、平成22年度口23年度税制改正においては、このような方向性を踏まえ、税

制抜本改革の一環をなす緊要性の高い改革に取り組んできたところであり、現在、

国会において審議が行われている平成 23年度税制改正については、引き続き、

その早期実現を目指す。
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V社会保障口税一体改革のスケジューノ

社会保障・税一体改革にあたっては、「国と地方の協議の場」で真摯に協議を行

い、国口地方を通じた改革の円滑かつ着実な推進を図る。

社会保障改革については、税制抜本改革の実施と併せ、別紙2に示された工程

表に従い、各分野において遅滞なく順次その実施を図る。

税制抜本改革については、政府は日本銀行と一体となってデフレ脱却と経済活

性化に向けた取組みを行い、これを通じて経済状況を好転させることを条件として

遅滞なく消費税を含む税制抜本改革を実施するため、平成 21年度税制改正法附

則 104条に示された道筋に従つて平成 23年度中に必要な法制上の措置を講じる
8。

上記の「経済状況の好転」は、名目・実質成長率など種々の経済指標の数値の

改善状況を確認しつつ、東日本大震災の影響等からの景気回復過程の状況、国

際経済の動向等を見極め、総合的に判断するものとする。また、税制抜本改革の

実施に当たつては、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとする。こ

れらの事項については、政府口与党において参照すべき経済指標、その数値につ

いての考え方を含め十分検討し、上記の法制化の際に必要な措置を具体化する。

以上のスケジュールに基づき、国会議員定数の肖1減や、公務員人件費の削減、

特別会計改革や公共調達改革等の不断の行政改革及び予算の組替えの活用等

による徹底的な歳出の無駄の排除に向けた取組みを強めて、国民の理解と協力を

得ながら社会保障と税制の改革を一体的に進める。

デフレ脱却への取組み、経済成長との好循環の実

デフレからの脱却を実現するため、政府として強力かつ総合的な政策努力を最

8 平成21年度税制改正法附則 1∝ 条第1項 :政府は、基礎年金の国庫負担割合の三分の一への引上げのため
の財源措置並びに年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少刊 日こ対処するための施策に要する費用の

見通しを踏まえつつ、羽成二十年度を含む三年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転
させることを前提として、蒻 ょく、かつ、段階的に消費税袷 む税制の抜本的な改革をつため、平成二十三
年は でに必要な法制上の階 講ずるものとする。この場合において、当該改革は、二千十年代(羽義二十
二年から羽或三十一年までの期間をいう。)の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨とするものと
する。
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大限行うとともに、日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換口連携を

保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策運営により経済を下支えするよう期待する。

これにより、我が国経済を本格的な成長軌道に乗せていく。また、社会保障口税一

体改革により、社会保障分野における潜在需要を顕在化し、安心できる社会保障

制度を確立することが、雇用を生み、消費を拡大するという経済成長との好循環を

通じて、成長と物価の安定的上昇に寄与する。

社会保障は需要口供給両面で経済成長に寄与する機能を有しており、医療や介

護分野での雇用創出や新たな民間サービス創出のための環境整備、IC丁などのテ

クノロジーを活用した社会保障費用の最適化、サービスの質の向上、医療イノベー

ション、ライフイノベーションの推進、ドラッグラグロデバイスラグの早期解消、先進

医療制度の運用改善、民間企業を含めた多様な事業主体の新規参入促進、「新し

い公共」の創造など、利用者・国民の利便の向上と新たな産業分野育成の観点か

らの諸改革を進める。

15



社会保障改革の推進について

12貞 14星

〕
社会保障改革については、以下に掲げる基本方針に沿つて行 うものとする。

.社会保障改革に係る基本方針

○ 少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」と
それを支える 「財政の健全化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国民

生活の安定や雇用・消費の拡大を通じて、経済成長につながっていく。

○ このための改革の基本的方向については、民主党「税 と社会保障の抜本改革調
査会中間整理」や、「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への

社会保障ビジョン～」において示されている。

○ 政府・与党においては、それ らの内容を尊重し、社会保障の安定 。強化のため
の具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定

的確保 と財政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を

進め、その実現に向けた工程表 とあわせ、23年半ばまでに成案を得、国民的な
合意を得た上でその実現を図る。

また、優先的に取 り組むべき子 ども子育て対策 。若者支援対策として、子ども

手当法案、子 ども 。子育て新システム法案 (仮称)及び求職者支援法案 (仮称 )
の早期提出に向け、検討を急ぐ。

○ 上記改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解
と協力が必要であり、そのための場として、超党派による常設の会議を設置する

ことも含め、素直に、かつ胸襟を開いて野党各党に社会保障改革のための協議を

提案 し、参加を呼び掛ける。

2.社会保障・税に関わる番号制度について

○ 社会保障・税に関わる番号制度については、幅広く国民運動を展開し、国民に
とって利便性の高い社会が実現できるように、国民の理解を得ながら推進するこ

とが重要である。

○ このための基本的方向については、社会保障・税に関わる番号制度に関する実
務検討会「中間整理」において示されてお り、今後、来年 1月 を目途に基本方針

をとりまとめ、さらに国民的な議論を経て、来秋以降、可能な限り早期に関連法

案を国会に提出できるよう取 り組むものとする。
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充実
(金額は公費 (2015年 )

重点化・効率化
(金額は公費 (2015年 ))

D TttT」雀買
)E 所要額 (公費)
2025年

季
F専 (鳳)x脱抜棚 薫も部て
「☆」成長戦略に特に関係が深い項目

重点化・効率化計
(2015年 )

0. 7兆円程度 ■兆円EEE
※ 税H抜水改革以外の  ※ 左記の措置に係ろ
財源も含めて 1兆円   所要額については、
超程度の措置を今後   新システムの検討
検討          において今後検討

○子ども 。子育て新システムの制度実施等に伴う地域の実情に応じた
保育等の量的拡充、幼保―体化などの機能強化

新システム具体案を
早期にとりまとめ

0
税綱抜本改革ととも
に、早急に法案提出

0. 7兆円程度

※ 税制抜本改革

以外の財源も

含めて

1兆円超程度
の措置を

今後検討

1,6RttE卑呈月に

※ 左記の措置に

係る所要額に
ついては、
新システムの

検討 t=おいて|

今後検討
3歳未満児の保育の利用率
20104「   239る一→20141「 35%(20171「  449る )

ゆ

・ 総合的な子育て支援 (家庭や
地域における養育の支援)の充実

・ 放課後児童クラフの拡充

放課後児童クラプの利用児童数
2010年 81万人→2014年 111万人

社会的養護の充実

○ 女LoM率 の向上 ☆
○ 保育等の従業者の増加 ☆

女性 (25～ 44歳 )の就業率
2009年 66% ―, 2020年 73%

・ 制度・財源・給付について
包括的・―元的な制度を構築

・ 指定制の導入による保育等への

多様な事業主体の参入促進 ☆

鱈Я騎曇Z昌看
めの基準
Fサ
せて
〕

・ 幼稚園などの既存施設の有効活用
や、小規模保育、家庭的保育などの

多様な保育の推進

・ 国及び地方における実施体制の
一元化

(「子ども家庭省 (仮称)」 の創設等)



重点化・効率化
工程 D暫〒甲ざ谷費)E TT甲 J谷費)

じ○

～診猥報酬・介籠報酬の体系的見直しと基盤整備のための―括的な法整備～
・病院・病床機能の分化 。強化と連携
(急性期医療への医療資源の集中投入、
亜急圏 ・慢L期医療の機能強化等
による入院医療の機能強化、精神保健
医療の改革、医師の偏在是正、地域間
・診療科間の偏在の是正、予防対策の
強化等)

・ 平均在院日数の減少等
(▲ 4′300億円稽誘⇒

・ 在宅医療の充実等 (診APJF等における
総合的な診療や在宅療姜支援機能の
強化・評価、訪間看護等の計画的整備等)

(8′ 700信翼円モ]蔓 )

→

・ 外来受診の適正化等 (生活習慣病予防、
医療連携、 ICT、 番号、保険者機能
の強化等)(▲ 1′200億円程度)
・ ICTの活用による重複受診・重複
検査、過剰な薬剤投与等の削減

●

・ 地域包括ケアシステムの構築等在宅介護 ・ 介護予防 。重度化予防

○平均在院日数 :2011年 19～ 20日程度
→ 2025年 高度急性期 :15～ 16日 程度

一般急性期 :  9日 程度
○病床数 :概ね現状水準
〇精tl医療 :2025年に在院日数 1割程

度減少

要介護認定者数 :2025年 に現行
ベースより3%程度減少

2012年以降、診療
報酬・介護報酬の
体系的見直し

基盤整備のための
一括的な法整備 :
2012年目途に
法案提出

2025年頃まで1こ
医療・介護サービス
のあるべき姿を実現

0 4兆円程度 1. 3ツ
`円

霜冒質

△0 1兆 円程度 △0.6兆 円程度

0 1兆円程度 1. 2'6円程度

0  2兆円程度 0. 4兆円程度

壻 護 棘 手
羹

葛 雉 )+介

護施輝 劇

T驚 慈 隆 )

・ 上記の重点化に伴うマンパワー増強 ☆

訳性期の職員等 :2025年 に
ベースより2倍増

=般急働 o順 豊_:2o距牡 ヨ行ベースより6割程度増
在宅医療等 :2011年  17万人/日

医療介護従事者 12011年 462万人
→ 2025年 704～ 739万人

(16倍程度)

充実計

(2015年 )

(上記の機能郷 ヒ等が全て実現する場合の試Hl

～ 0. 6兆円  ～ 2. 3兆円
穣        粧    2

睛蜘帰
～ 1.4兆円程度

尋∬
率化計
～。. フリじ円程度



○ 保険者機能の強化を通した医療・介護保険制度のセーフテイネット機能の
強化・給付の重点化、洒議性対策

a被用者保険の適用拡大と 目保の財政甚盤の安定化・強化・広域化

(=完全実施の場合▲1,600億 円)

・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化
・財政基盤の強化
(低所得者保険料軽減の拡充等 (～ 2′200億円程度))
※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

b介護保険の費用負担の籠力に応した負担の要素強化と低所得者への配慮、
保険綸付の重点化 ・ 介護納付金の総報酬割導入
・ 1号保険料錮氏所得者保険料軽減強化  (完全実施すれば▲1,600億 円)
(～ 1,300億円)           ・ 軽度者に対する機能訓練等重度化予防に

効果のある給付への重点化

※ 財政影響は と重点化の規模により変動

c高度・長期医療への対応 (セーフティネツト機饉の強化)と給付の重点化
・ 長期高額医療の高額療養買の見直し  ・ 受診時定額負担等 (高額療養費の見直し
く長期高額医療への対応、所得区分の   による負担軽減の規模に応じて実施 (病
見直しによる負担軽減等)による負担   院・診療所の役割分担を踏まえた外来受
軽減 (～ 1,300億円程度) 診の適正化も検討 )。 例えば、初診・再

診時100円の場合、▲ 1′300億円)ただ
し、低所得者に配慮。

※ 見直しの内容は,機能強化と重点化の規模により変動
dその他
・ 総合合算制度 (番号制度等の情報連携  ・後発医薬品の更なる使用促進、医薬品
基盤の導入が前提)          の患者負担の見直し く医薬品に対する
・ 低所得者対策・嶺推性対策等の検討   患者負担を、市販医薬品の価格水準も

考慮して見直す)
・ 国保組合の国庫補助の見直し

・ 高齢者医療制度の見直し (高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等
を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって公平で納得のいく負担の仕
組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど)

lli]l'E彗
制El |～T雪見円髪|

～ 0.3兆円程度
…被用者保険の
適用拡大、
総報酬割と
併せて検討

～0 1り 6円程度
…受診時定額
負担等と
併せて検討

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人

刺呻
重点化・

暫TT」雀
費)E 所要額 (公費 )
2025

(薪聾)(改革』出易身鍔変動)需晏指畠酎
率化
乱麟猟:背:蓮島)
～ 1. 2

～ 1兆円弱

～ 1.6兆 円弱 ～ 2.3兆 円
程鷹     程度  3

ホ lヽL・ メ
2015年 (改革の内容により変勁)



重点化・効率化
工程

【新しい年金制度の創設】
「所得比例年金」と「最低保障年金」の
組み合わせからなる一つの公的年金制度
にすべての人がカロ入する

○ 所得比例年金 (社会保険方式 )
。職種を問わず全ての人が同じ制度に加入
し、所得が同じなら同じ保険料、同じ給付
・ 保険料は150/OFIE(老齢年金に係る部分)
。納付した保険料を記録上積み上げ、仮想の
利回りを付し、その合計額を年金支給開始
時の平均余命などで割って、毎年の年金額
を算出

○ 最低保障年金 (税財源)
・最低保障年金の満額は7万円 (現在4m観 )
・ 生涯平均年収ベース (=保険料納付額)で
一定の収入レNレまで全額を給付し、それ
を超えた点より徐々に減額を行い、ある
収入レ
～
レで給付額をゼロとする

。全ての受給者が、所得比例年金と最低保障
年金の合算で、概ね 7万円以上の年金を
受給できる制度とする

国民的な合意に向け
た饉論や環境整備を
進め、実現に取り組
む

【現行制度の改善】

※ 低所得者・障害基礎年金への加算について
は、加算対象者・加算水準・資産調査の有無
等によって財政規模が変動

※ 上記金額は、年収65万円未満 (単身の場合)
の者等に対して、月額16万円 (7万円と老齢

曇房需室
の平均額54万円の差)をカロ算する

○ 高所得者の年金綸付の見直し

低所得者への加算と併せて検討
なお、公的年金等控除を縮減すること
によつて対応することについても併せ
て検討

※ 高所得者の年金給付の見直しについては、
減額対象者によつて財政規模が変動

※ 仮に、年収1,000万円以上から減額開始
(1,500万円以上は公費負担分を全額減額)
とすると▲450億円稗庫公費縮小

税制抜ホ改革ととも

:こ、 2012年以降
連やかに法案提出

～0.6兆 円  ～ 0.7兆 円
機      種

腋 動



充実
(金額は公費 (2015年))

重点化・効率化
(金額は公費 (2015年))

D TttT」拿章
)E雪
署雪」牟亭

)

輪
計
充実計   0.6兆 円程度
(2015年)(改革の内容により変動)

重点化・効率化計
(2015年 )

影響額は改革の
内容により変動

～ 0.6兆 円  ～ 0.7兆 円
1僣日Ll'電                                                                                     1雷 ヨヨ   [菫 電

‐

●短時間労働者に対する厚生年金の

適用拡大

例えば雇用保険並びにまで拡大
すると、約400万人

●第 3号被保険者制度の見直し
。新しい年金制度の方向性 (三分

=乗
)

を踏まえつつ、不公平感を解消する
ための方策について検討

●在腱老齢年金の見直し
,60歳代前半の者に係る調整限度額を、
60歳代後半の者と同じとすることを
検討

●産体期間中の保険料負担免除

●被用者年金の一元化

(● は公費への影響なし)

○ マクロ経済スライ ド
・世代間の公平等の観点から見直しを検討
・仮に、特例水準を3年間で解消すると、年
金額が▲25%削減され、毎年0.1兆円程度
公鰤 ゝヽ
。その後、単に毎年▲09%のマクロ経済ス
ライドをすると、毎年0.1兆円程度の公費
縮小

※ 物価・賃金が上昇した年のマクロ経済スラ
イドの発動による給付抑制は、現行制度で
織り込み済み

○ 支綸開始年齢弓l上げ
。先進諸国 (欧米)の平均寿命・受給開始
年齢を 十分参考にし、高齢者雇用の確保
を図りつつ、 68～70歳へのさらなる引上
げを視野に検討
。厚生年金の支給開始洋齢引上げスケジュー

ルの前倒しを検討
・ 基礎年金の支給開始年齢を弓|き上げる場合、
1歳引き上げる毎に、弓1上げ年において
05兆円程度公費縮小

●標準報酬上限の弓:上げ
・健康保険制度を参考に見直しを検討

※ 今後、「現行制度の

改善」全体について、
検討の場とスケジュール

を明確化した上で、
法案提出に向けて検討

にかや２。．
漂

【業務運営の効率化】
業務運営及びシステムの改善



・ジョプ・カードの活用等による若者の安定的雇用の確保
・女性の就業率のM字カープの筋肖
・超高齢社会に適合した雇用法制の検討など年齢にかかわりなく働き
続けること力tきる社会づくり
・福祉から就労への移行等による障害者の雇用促進
・地域の喫情□芯じた関係機関の連携と就労促進施策の総合的実施

イーセント・ワーク (働きがいのある人間らしい仕事)の実現
・非正規労働者の公正な待遇確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの策定
・有期契約労働者の雇用の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討

○総合的ビジョン :2011年に策定
○法制度整備 :2011年度 労働政策審議会で結論、所要の見直し措置

○労働安全衛生法改正法案について、早期国会提出に向け検討

〇雇用保険法、求職者支援法の規定 (注 3)を踏まえ検討

・就業率
2009年  75% → 202眸 80%
(若者 : 74% → 77% )
(女性 (25～ 44歳):
66% ‐ 73% )

(高齢者 :57% - 63% )
・ショプ・カー ド取得者 300万人 (2020年 )
障害者の実雇用辛 18%(2020年 )

・保育サービス・放課畿
ん 昼 ν フ ノ 寺 ψ ソ

~Lス
ロ ●

〇医療イノベーションの強進 ☆

○第20L―フティネットの構築

。国際水準の臨床研究中核病院等の創設
。日本発のシーズを実用化につなげるための実務的慈相談支援
・独)医薬品医療機器総合機構 (PMDA)の 体制強化
・
渕 ξ

設定における医療経済的な観点を踏まえたイバ ーションの評価等

○計画的・集中的基盤整備

0爾 禾U枕弔 亥力績 等 1‐20■稲 から3奪讚 ■ 5か耐日 詢 腰
~

○臨床研究中核病院等に対し、継続的に研究費を重点配分
OPMDAの 審査体制等の強化 :2013年度末までに常動数を
751名に増員 (2011年4月 1日現在648名 )。 引き続き、
合理化・効率化を図りつつ、さらなる強化策を検討
○先進医療制度の申請・審査手続きの効率化 :2011年度からの
実施に向け検討

年薗 護
~~~~~~~~… …

に対す
:

ワンス トッ

o順次設置)
・伴走型の市町村主導の専任機関の設置

○生活保護基準 :基準部会 (2011年 4月開始)において、
2012年末までに検証を実施

○生保基準以外 :国と地方の協議の開催 (2011年5月開始)
→必要に応じて法案提出

・障がし嗜 制度改革推進本部において、制度の谷間のない支援の提供、
障害者の地域移 や 地域生活の支援について検討

○障がい者制度改革推進本部の検討を踏まえ、障害者総合福祉法
(仮称)の2012年法案提出

_`亘場)__など離病医療菫の度量のあり方の検討    ○引き続き制度横断的に検討
○震災復興の検討の中で対応

も・若者0●威
て 、 ずる ○弓|き続き総合的に検討

あ り

注
注
注

じる。
で

っては、
旧置を廃止する.
る員用負IBの在り方について速やかに検討する。



2.

a

ワンス

社会保険の適用拡大

短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大

b被用者保険の適用拡大と日保の財政薔盤の安定化・強化・広域化
・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 (完全実施の場合△1,600億 円)

3.社会保険制度における低所得者対策の強化
a市町村目保の財政運営の都道府県単位化・財nEEo強 化
(低所得者保険料軽減の拡充等 (～ 2′200億円程度))
※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

b介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、保険綸付の重点化
。 1号保険料の低所得者保険料軽減強化 (～ 1′300億円)
※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

c高度・長期医猥への対応 (セーフティネット機能の強化)と綸付の菫点化
・ 長期高額医療の高額療養費の見直し (長期高額医療への対応、所得区分の見直しによる負担軽減等)
負担軽減 (～ 1,300億円程度)
※ 見直しの内容は,機能強化と重点化の規模により変動
d総合合算劇慶 (番号81度等の情報運携薔盤の導入が前提〕

:鼻i酷書頌厭}⑬J旧様)
※ 低所得者 。障害基礎年金への加算については、カロ算対象者・加算水準・資産調査の有無等によつて財政規
模が変動
※ 上記金額は、年収65万円未満 (単身の場合)の者等に対して、月額16万円 (7万円と老齢基礎年金の平均額
54万円の差)を加算する等の前提

4.第 2のセーフティネツ トの構築
a求職者支援制度の

“

設 (費用負担の在り方の検討を含む)
b複合的困難を抱える者への伴走型支援
c生活保護受綸書●に対する就労支援
d住宅支援の仕組みの検討

5.最後のセーフティネットである生活保護の見直し (充実、重点化・効率化)
・稼得能力を有する生活保護受給者向け自立・就労支援メニューの充実と支援強化
・ 子 止

不正

～0.3兆 円程度
・…被用者保険の適用拡大、
と併せて検討

D暫署甲メ谷費)

～ 1. 4



社会保障の安定財源確保の基本的枠組み 月11低 3

(2011年度 )

社会保障4経費
(国・地方 )

370ツじ円

制度改革に伴う増及び
消費税引上げに伴う社
会保障支出の増

社会保障4経費
(国。地方 )

社会保障4経費
(国・地方 )

32_0ツじFヨ

「
~……
¬

9_3ソL円

(4%相当)

消費税収
(国・地方)
12.8ソ

`円

↑
現行5%

128ソじ円
(5%弱相当)

消費税収
(国・地方)
135りじ円

σ %

消費税収
(国 ,地方)

(2015年度 )(※ )

(※)成 案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率 (国・地方)を 10%まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保する」とされている。

(注1)消費税収は、現在は、国分は予算総則により高齢者3経費に充てられ、地方分は一般財源である。

(注2)消費税収 (国分)を充当する社会保障給付の具体的分野 (2015年度時点)は、高齢者3経費を基本としつつ、今後検討。

(注3)社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費
用」(平成21年度税制改正法附則 104条 )をいう。所要額は厚生労働省による推計 (2011年 5月 時点)。 また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全
体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

(注4)2015年度の消費税収は、内閣府「経済財政の中長期試算」(平成23年 1月 )に基づく推計 (午央に改訂)。

うち

高齢者3経費
うち
高齢者3経費

263りじ円
うち
高齢者3経費

22つし円



社会保障改革の安定財源の確保

制度改革に伴う
増及び消費税引
上げに伴う社会
保障支出の増

(2015年度)(※ )

社会保障4経費
(国・地方 )

うち
高齢者3経費

｀
、 確保

消費税収
(国・地方)

σ%

/

/
′

/
/
/

5%相当の
安定財源の

ヽ
ヽ

ヽ

(国・地方 )

喜二酬輩品乳琳諷    1%相 当

ｒ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ヽ

機能強化

口制度改革に伴う増
・高齢化等に伴う増
・年金2分の1崚定財源)

3%相当

※税制抜本改革実施までの2分の1財源

機能維持      1%相 当

健 1騨
稲 耀 窃 譜 野 鷲 議 殿

消ヽ費税を引誰 げた場合に増加する殴 地方の物資調達にかかる支出も含ま局 。所要額は、財務省推計Om昨 5月 印 であ猟 今

(注2)高齢化等に伴う増は、いわゆる自然増のうち経済成長による伸びを超える増カロのことである。
(注3)機能強化の額は、厚労省による推計 (2011年 5月 時点)。 機能強化の具体的な内容は、別紙2のとおり。
(注4)社会保障4経費とは、社会保障給付公費負担のうち「制度として確立さォした年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用」(平成21年度税制

窪碁漁露烈絆髯理際寝13露層躍罰警♂暮鼻 壁 皇学意
(2011年 5月 時点)。 また、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた 2



社会保障改革の安定財源確保と財政健全1ヒの同時達成

(2015年度)(※ )

2011年度から
の自然増

その他歳出に係る
PB赤字

PB赤字 (国。地方
=財政健全化目1

)(対GDP比 )改善
票との整合性社会保障給付

公費負担
(国・地方)

消費税引上げに伴う

IJ虔改革に伴う増 1%相 当

合
古齢4ヒ■に伴う増  196相

J

7~

うち高齢者3経費

[菫曇鱗盤il
※薇

"抜
本改革実増までの2分の1財凛

“=崚
詢♯‐1“相当
ψ

高所―
::墨R

機能維持  1%相 当 １
▼

1    11
,       |
「   消費税収  1

基礎的財政収支

(PB)対象経費
(国・地方)

税収 税外収入
(国・地方 )

その他歳出に係る

PB赤字

PB赤字
(国・地方)

年金2分の1(臨時財凛)  :うち高齢者3経費

収税費消

，
■
　
一　
・
●
」
●
一一ヽ
ヽ
■
，

●
，
¨
¨
，
■
●

基礎的財政収支
(PB)対象経費
(国・地方 )

税収・税外収入
(国・地方 )

(※)成 案においては、「2010年代半ばまでに段階的に消費税率 (国。地方)を 10%まで引き上げ、当面の社会保障改革にかかる安定財源を確保するJとされている。
(注 1)「財政運営戦略J(平成22年 6月 22日 閣議決定)における財政健全化目標において、国。地方及び国の基礎的財政収支赤字の対GDP比を、2015年度までに2010年度の水準から半減し、
2020年度までに黒字化することとされている。内閣府試算 (平成23年 1月 )の2015年度の試算結果からは、消費税率換算で約3%のP3(国・地方)の改善が必要.

(注2)改革後ベースにおける「高齢化等に伴う増Jは、いわゆる自然増のうち経済成長による伸び (「機能維持Jに含まれる)を超える増カロのことである。
(注3)社会保障給付には、基本的に地方単独事業を含んでおらず、今後、その全体状況の把握を進め、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理する。

改
革
に
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う
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）
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消費税収 (国・地方)の社会保障財源化・区分経理のイメージ (参考 )

<現状のイメージ >

歳 出 歳 入

<将来のイメージ>

歳 出    歳 入

社会保障給付
公費負担
(国・地方)

その他の歳出

PB赤字
(国・地方)

社会保障給付
公費負担

(国・地方)

将来的には、社会保障

給付にかかる公費全体
について、消費税収

(国・地方)を主たる財

源として安定財源を確

保することによつて、社
会保障制度の一層の安
定・強化につなげていく。

その他の歳出

基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費
（国
・地
方
）



資料 1-21

社会保障・税一体改革の当面の
作業スケジュール (8月 12日公表 )



社
会
保
障
関
係

全体

子ども・子育て

新システム

診療報酬・

介護報酬改定

医療・介護の
基盤整備の法整備

保 険 制 度 改 正

(国保財政の基盤強化・

都道府県単位化、高額
療養費見直し、受診時

定額負担、総報酬割等 )

非正規労働者
適用拡大

年金現行制度
の改善
最低保障機能強化
年金一元化、
年齢引上げ、

マクロ経済スライド 等

基礎年金1/2

新年金制度

就労促進

障害者関係

社会保障

給付費統計

番号関係

税制関係

※8月 12日に関係5大臣(厚生労働大臣、総務大臣、財務大臣、官房長官、社会保障・税一体改革担当大臣)で確認・公表したもの

与 野 党 協 議

一体的に医療・介護提供体制の
機能強化

子ども・子育て新システム
検討会議等における検討

税制抜本改革とともに、
早期に法案提出

診療報酬改定・

介護報酬改定
の基本的な方針
の取りまとめ

診療報酬改定・介護報酬改定の

諮問・答申
社会保障審議会
医療部会・医療保険部会・

介護給付費分科会、
中医協における議論

社会保障審議会
医療部会・医療保険部会・

介護保険部会
における議論

○ 基盤整備―括法 (仮称):

0医 療保険・介護保険関連改正法案 :

税制抜本改革とともに平成24年以降関係法案提出
(財源確保とともに順次実施)

医療保険・年金を横断し、
雇用政策と連携した総合的
な検討の場を設けて検討

産業政策と連携して横断的に検討

〔選穏漢『乳〕

)非正規労働者適用拡大その他の取りまとめられた
もの :平成24年以降速やかに法案提出、順次実施
○ 上記の法案提出後も、平成24年以降残された課題

8月 までのできる限り
早期に社会保障審議会

年全部会等における議論
開始 ついて並行して協議・

○ 最低保障機能の強化関係 :税制抜本改革とともに

平成24年以降速やかに関係法案提出非正規、高齢者

雇用など雇用政策
との連携

平成23年度分の

取扱いや税制抜本
改革の検討状況を
踏まえ、平成24年度
以降の取扱いを決定

平成23年度の基礎年金
1/2の財源の検討
(復興増税スキーム )

平成23年度の1/2財源→3党合意を
踏まえ、三次補正における取扱いを検討

通常国会に必要な法案提出

新 年 金 制 度 に つ い て は 、国 民 的 な 合 意 に 向 け た 議 論 や 環 境 整 備 の 状 況 を 踏 ま え つ つ 検 討

労働政策審議会の議論を踏まえ、
平成24年 目途に法案提出

・有期労働契約関連法案
・パートタイム労働関連法案議論の取りまとめ

求職者支援法施行

障がい者制度改革推進会議総合福祉部会における議論 通常国会への障害者総合福祉法案 (仮称)の提出を目指す

社会保障給付費の整理に関する検討会での地方単独事業費を含む社会保障給付費統計の整理

番号法案 (仮称)作成 等 秋 以降 番 号 法 案 (仮 称 )提 出

周知、広報活動を展開 (全国47都道府県リレーシンポジウム、都道府県・市町村職員向け説明会など)

与野党協議の状況を踏まえつつ、
税制調査会における議論

税制改革案
取りまとめ

23年度中に法案提出 (附則104条 )

国と地方の協議の場で分科会を設け議論

地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理

24年度以降・備考

・税キ1抜本改革以外の財源も
含めて検討
・恒久財源を得て早期に

本格実施

・4月 実施

・雇用保険、求職者支援
制度の財源の検討

・2010年代半ばまでに

段階的に10%ま で引上げ

国・地方関係



酬 仁31

社会保障・税番号大綱 (概要 )
(6月 30日 取りまとめ)



1颯 : 平成23年 6月 30日政府・与党社会

保障改革検討本部決定

1   5今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル    |
番号制度の導入時期については、制度設計や法案の成立時

期により変わり得るものであるが、以下を目途とする。

>H23年秋以降 可能な限り早期に番号法案及び関係法案
の国会提出

>法 案成立後、可能な限り早期に第二者機関を設置
>H26年 6月 個人に「番号」、法人割 こ「法人番号」を交付
>H27年 1月 以降 社会保障分野、税務分野のうち可能な範囲
で「番号」の利用開始
>H30年を目途IF利用範囲の拡大を含めた番号法の見直しを
コ1芸締 美給 妻

>少子高齢化 (高齢者の増加と労働力人口の減少)
>格差拡大への不安
>情報通信技術の進歩
|>制 度 運営の効率性、透明性の向上への要請
>負担や給付の公平性確保への要請

背景
:「:|||IC憂

∋

課題

複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報で
あるということの確認を行うための基盤がないため、

>税務署に提出される法定調書のうち、名寄せが困難
‐  なものについては活用に限界
| >より正確な所得・資産の把握に基づ〈柔軟できめ細や
| かな社会保障制度・税額控除制度の導入が難しい
: >長期間にわたつて個人を特定する必要がある制度の
1  適正な運営が難しい(年金記録の管理等)
|>医 療保険などにおいて関係機関同士の連携が非効率
■ >養子縁組による氏名変更を濫用された場合に個人の
■ 特定が難しい
■  等

番号 導入

●より公平・公正な社会の実現
●社会保障がきめ細やかかつ的確に行われ
●行政に過誤や無駄のない社会の実現
0国民にとって利便性の高い社会の実現
●国民の権利を守り、国民が自己情報をコントロールできる
社会の実現

>番号を用いて所得等の情報の把握とその社会保障や
税への活用を効率的に実施
>真に手を差し伸べるべき人に対しての社会保障の充実
>負担・分担の公正性、各種行政事務の効率化が実現
>rr化を通じ効率的かつ安全に情報連携を行える仕組み
を国・地方で連携協力しながら整備し、国民生活を支え
る社会的基盤を構築
>rrを活用した国民の利便性の更なる向上も期待

2.番号制度で何ができるのか

(1)よりきめ細やかな社会保障綸付の実現

>「総合合算制度(仮称)」の導入
>高額医療・高額介護合算制度の現物給付化
>給付過誤や給付漏れ、二重給付等の防止

(2)所得把握の精度の向上等の実現

(3)災害時における活用

>災害時要援護者リストの作成及び更新
>災害時の本人確認
>医療情報の活用
>生活再建への効果的な支援

(4)自己の情報やあ勲 お知らせ等の情報を
自宅のパソコン等から入手せ る

>各種社会保険料の支払や、サービスを受けた際に
支払つた費用(医療保険・介護保険等の費用、保
育料等)の確認
>制度改正等のお知らせ
>確定申告等を行う際に参考となる情報の確認

(5)事務・手続の簡素化、負担軽減

>所得証明書や住民票の添付省略
>医療機関における保険資格の確認
>法定調書の提出に係る事業者負担の軽減

(6)医療・介餞等のサービスの■の向上等

>継続的な健康情報・予防接種履歴の確認
>手L幼児健診履歴等の継続的把握による児童虐待
等の早期発見
>難病等への医学研究等において、継続的で正しい
データの蓄積が可能となる
>地域がん登録等における患者の予後の追跡が容
易となる
>介護保険被保険者が異動した際、異動元での認
定状況、介護情報の閲覧が可能となる
>各種行政手続における診断書添付の省略
>年金手帳、医療保険証、介護保険証等の機能の
一元化

付番 新たに国民一人ひとりに、唯―無二の、民‐民‐官で
利用可能な、見える「番号」を最新の住所情報と関連づけ

情報連携 複数の機関において、それぞれの機関ごとに
「番号」やそれ以外の番号を付して管理している同一人の
情報を紐付し、紐付けられた情報を活用する仕組み

本人確認 個人や法人が「番号」を利用する際、利用者
が「番号」の持ち主であることを証明するための本人確認
(公的認証)の仕組み

4安心できる
>国家管理 (―元管理)への懸念
>名寄せ 突合により集積 集約された個人情報の漏え
い等の危険性への懸念
>不正利用による財産その他の被害発生への懸念

制度上の保諮措置

。第二者機関の監視
。法令上の規制等措置
(目的外利用の制限、閲
覧 複写の制限、告知要
求の制限、守秘義務等)

システム上の安全措置

・「番号」に係る個人

散管理
。「番号Jを用いなしЧ青報連携

・アクセス制御     等

住民基本台帳ネットワークシステム最高裁合憲半1決 (最
判平成20年 3月 6日 )を踏まえた制度設計



に関する短期給洞を含む)及び国民健康保険法等の被保険者責
樹こ係劉届出、保険糊こ関庁

“

続
母子堺嘔現ミ児童燿劇見裔による医療の綸付の申請、障害者自
立支援渕球 る自立支援給付の申謝珊 す赫

児童扶養手当、特別児童扶養手当、
諦朝 する手続
生活保護の申請格 種届出f尋躊曜痒続

>労儡優腱分野
・雇用保険の強保険着資相こ関す劉届出、失業等給付の受給、公
共職業安定所への求職申込、労災保険給付の支細こ関する手続

>税務分野
・国税剰ま地方脚こ関する法令若しぐま地方翻こ関す琺 令送 づ

条例の規定1球り税務署長等剰ま地方公共団体堰 出する書類
への記瀬滲●に相こ係る利用
。国税又は地方棚頭 する法令若К ま地方枷こ関する去斜

=笙
づ

条例の規定に基

'、
税務職員等卿ま地方公共団体の議員等が

適正かつ公平な国税又は地方税の賦課及び徴収のた醐こ御
称こ鮎 利用

>番号
>左記皿に掲げる手続のために保有される個人情報

本人確認及び「番号」の真正性確保措置

「番号」のみで本人確認を行うことの禁止

…>「番号」の告知義務、告知要求の制限、虚偽告知の禁止
>閲覧、複製及び保管等の制限
>委託、再委託等に関する規制
>守秘義務、安全管理措置義務
>「番号」に係る個人情報へのアクセス及びアクセス記録の確
認

>代理の取扱い
>情報保護評価の実施

Xマ イ・ポータルヘのログイン等にあ碁刻 Cカギ
>交付
>公 的個人認証サービスの改良

…>設 置等 (内閣総理大臣の下に委員会を置く)

>権限、機能(調査、助言、指導等)

X■ 昴日:

>行政機関、地方公共団体又は関係機関の職員等を
主体とするもの

>行政機関の職員等以外も主体となり得るもの
>委員会の委員長等に対する守秘義務違反

XⅢ 法人年に対する付署
>付番、変更、通知
>検索及び閲覧(法人等基本3情報(商号又は名称、
本店又は主たる事務所の所在地、会社法人等番

号)に係る検索、閲覧サービスの提供)

>「法人番号」の道切な利用に資する各種措置
>法人等付番機関(国税庁)

7E「番晏 眸4虚縄 わ目
>組織形態(地方共同法人)
>市町村への「番号Jの通知
>情報保有機関との関係(情報保有機関は番号生成機関に
対し、基本4情報(住所、氏名、生年月日、性別)の提供を
求めること力くできること。)

…>「番号Jに係る個人情報の提供等 (情報連携基盤を通じて情
報の提供が行われること。)

>情 報連携の範囲
>住 基ネットの基本4情報 (住所、氏名、生年月日、性別 )との
同期化

》 情報連携基盤の運営機関

Ⅸ 自己構報の管理に音するマイ・ポータル

>設置、機能、運営機関(情報連携基盤の運営機関と同一の
機関とする)

>医療分野等における個人情報保護法の特別法を整備
(医療分野等の特に機微性の高い医療情報等の取扱い

に関し、個人情報保護法又は番号法の特別法として、

特段の措置を定める法制を番号法と併せて整備。)
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社会保障と税の一体改革の
今後の検討の進め方について



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋
、EE

充実 (金額は公費 (2015年 )) 重点化・効率化 (金額は公費 (2015年))
0子ども 。子日、新システ
などの機能強化

・ 0～ 2歳児保育の量的拡充・体制強化等 (待機児童の解消)
・ 質の高い学校教育・保育の実現 (幼保一体化の実現)
→ 3

・ 総合的な子育て支援 (家庭や地域における養育の支援)
・ 放課後児童クラプの拡充

:指定制の導入によぅ保育等への多様な事業主体の参入促進 ☆

I質を確堡するための基準と併せて質の改善を図る     〕
。幼稚園などの既存施設の有効活用や、小規模保育、家庭的保育な
どの多様な保育の推進‐

。国及び地方における実施体制の一元化
(「子ども家庭省 (仮称)」 の創設等)

。制度・財源 。給付について包括的・―元的な制度を構築

充実計    0.7兆 円程度                   重点化・効率化計
(2015年 ) ※ 翻 抜本改革以外の財凛も含めて1兆円超程度の措置を今後検討              (2015年 )            ~

上記を踏まえ、新システムの具体案を早期に取りまとめ、税制抜本改革とともに早急に法案を提出。
主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり

【子ども・子育て新システム検討会議作業グループ(基本制度W「等)】
O主な検討事項   ・子ども・子育て新システムの全体像、具体的な制度設計 (すべての子ども・子育て家庭への支援の仕組み

幼保一体化、子ども。子育て会議、費用負担など)
○最近の開催状況  ・昨年9月 より検討を進め、本年7月 に少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関

する中間とりまとめについて」を決定した。
0今後のスケジュール・ 町 において、費用負担の在り方など残された検討課題について検討を進める



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋

0社 会保障改革の具体策、工程及び費用試算(抜粋)
充実 (金額は公費 (2015年)) (釜爵直は/ANH (20154⇒ )

O地域の実情に応じた医療・介饉サービスの提供体制の効率化 。重点化と機能強化

・ 病院・病床機能笏 卜 引 ヒと連携 は 性期医   ~lII:棄

藪 麓

量
投入、亜急性期・慢性朗医療の機能強化等による入                       ~

F

精神保健医療の改革、医師の偏在是正、地域間・診
(▲ 4′30劇ほ円者誘電)

予防対策の強化等)
(生活習慣病予防、医療連携、ICrr、 番号、保険者

翻躍盗/霧羮儡友難η翻翻騎__三_T質量二i管零診・黎隠輸媒経期躍
様)

福違羅最炉                雹↑肇°充実、 ケアマネジメントの +: ;l肇5[製
`ふ

:言曇|:「il:宅′ヽの
“
イ予)‐
‐‐「̈‐‐‐‐‐‐―――‐‐

:‐

「「,「 ~‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

上記の重点化に伴うマンパワー増強 ☆

口上記を踏まえ、診療報酬・介護報酬の体系的見直しについては、平成24年度以降順次実施。
また、基盤整備のための一括的な法整備については、平成24年を目途に法案を提出6

・主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり。



【社会保障審議会医療部会】                 ~
〇主な検討事項  ・病院・病床の機能、地域における医療機関間や医療・介護間の連携、医療計画、在宅医療の推進 等
○最近の開催状況・昨年10月 より、計9回開催され、病床区分の在り方などの議論が行われている。直近ではフ月20日 に開催。

日本年7月 に一体改革成案について報告。
O今後のスケジュール ・引き続き議論を進め、年内を目途に制度改革案及び診療報酬改定の基本方針をとりまとめる予定。

【社会保障審議会医療保険部会】
0主な検討事項   ・一体改革成案の内容の具体化と診療報酬改定の基本方針について議論を行う。
O最近の開催状況  ・本年7月 に一体改革成案について報告。
○今後のスケジュール・引き続き議論を進め、年内を目途に診療報酬改定の基本方針をとりまとめる予定。

【中央社会保険医療協議会】
0主な検討事項  ・診療報酬改定の基本方針に基づき、医療と介護の連携、医療機能の分化、基本診療料のあり方、慢性期

入院医療のあり方、病院勤務医等の負担軽減等に関して、診療報酬点数の改定案の審議を行う。
〇最近の開催状況  ・平成22年改定以降、概ね月2回程度のペースで審議を実施。
O今後のスケジュール・社会保障審議会から示される改定の基本方針を受け、改定に向けた議論を進める。

4社 会保障審議会介護保険部会口介ヨ
○主な検討事項  ・地域包括ケアシステムの構築等在宅介護の充実、ケアマネジメントの機能強化、居住系サービスの充実等
○最近の開催状況  ・介護保険部会において、これらの議題について議論し、昨年11月 に「介護保険制度の見直しに関する意見

をとりまとめ。
・それを受けた介護保険法等の改正により、24時間定期巡回・随時対応型サービス等を創設
(平成24年4月施行 )
・介護給付費分科会は、本年4月 より、計7回開催し、新設するサービスの報酬の在り方、リハビリ・軽度者
への対応、認知症への対応等について議論。

O今後のスケジュール・引き続き、平成24年度改定に向けた議論を進めるとともに、必要な検討を行う。

3



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋

0社会保障改革の具体策、工程及び費用試算(抜粋)
A      充実 (金額は公費 (2015年 )) B      重点化・効率化 (金額は公費 (2015年 ))

○保険者機能の強化を通じた医療 。介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策 ,

1被用者保険の適用拡大と日保の財政基盤の安定化 。強化・広域化  (=完全実施の場合▲1′600億円)
。短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大
・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化・ 財政基盤の強化
(低所得者保険料軽減の拡充等 (～ 2′ 200億円程度))

※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動

介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所個者への配慮、保険給付の重点化。 1号保険料の低所得者保険料軽減強化(～ 1′300億円)   :塞
雷響擢倉写警種型島涙曇量層希季傍雇緋望あ泳:侶属只L
重点化

※ 財政影響は、機能強化と重点化の規模により変動

c高度 。長期医療への対応 (セーフティネット機能の強化)と給付の重点化
。長期高額医療の高額療養資の見直し (長期高額医療への   。受診時定額負担等 (高額療養費の見直しによる負担軽減の
対応、所得区分の見直しによる負担軽減等)による負担軽減  規模に応じて実施 (病院・診療所の役割分担を踏まえた外来
(～ 1′300億円程度)                   受診の適正化も検討)。 例えばt初診。再診時loo円の場合、

▲1′ 300億円)ただし、低所得者に配慮。
※ 見直しの内容は,機能強化と重点化の規模により変動

dその他 。後発医薬品の更なる使用促進:医薬品の患者負担の見直し。総合合算制度 (番号制度等の情報連携基盤の導入が前提 )
(医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準も考慮。低所得者対策・逆進性対策等の検討
して見直す)
・ 国保組合の国庫補助の見直し

。高齢者医療制度の見直し (高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代 。若年世代にとって公平で
納得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬害J導入、自己負担害」合の見直しなど)



・ 上記を踏まえ、税制抜本改革とともに、平成24年以降速やかに法案を提出し、順次実施。
(総合合算制度 :2015年の番号制度以降導入)

・ 主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり。

【社会保障審議会介饉保険部会】

○主な検討事項  ・1号保険料の低所得者保険料軽減強化、介護納付金の総報酬割導入、重度予防に効果のある給付ヘ
の重点化

○最近の開催状況 ・介護保険部会において、これらの議題について議論し、昨年11月に「介護保険制度の見直しに関す
る意見」をとりまとめ。
・それを受けた介護保険法等の改正により、24時間定期巡回・随時対応型サービス等を創設。
(平成24年 4月施行)

〇今後のスケジュール  ・介護給付費分科会における議論も踏まえ、必要な検討を行う。

【社会保障審議会医療保険部会】●‐ ― 麻 呼 骨 醸 =躍 凛 ―
曖 ●P=J

O主な検討事項  ・市町村国保の財政運営の都道府県単位イヒ・財政基盤の強化
・高額療養費の見直しと受診時定額負担の導入 等

〇最近の開催状況   ・本年7月 に一体改革成案について報告

0今後のスケジュール  ・31き続き議論を進め、年内を目途に改革案をとりまとめる予定。

※ 被用者保険の適用拡大については、「短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会」において、年金改革と
あわせて議論。

※「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議Jを設け、事務レベルのワーキンググループを本年2月 より
計4回開催。



0社会保障改革の具体策、工程及び費用試算(抜粋)
A           充実 (金額は公費 (2015年))

A   充実 (金額は公費 (2015年 )) B      重点化・効率化 (金額は公費 (2015年))

【新しい年金制度の創設】
「所得比例年金Jと「最低保障年金」の組み合わせからなる一つの公的年金制度にすべての人が加入する

O所得比例年金 (社会保険方式 )
・ 職種を問わず全ての人が同じ制度に加入し、所得が同じなら同じ保険料、同じ給付
・ 保険料は15%程度(老齢年金に係る部分)
・ 納付した保険料を記録上積み上げ、仮想の利回りを付し、その合計額を年金支給開始時の平均余命などで割って、毎年の年金額を算出

O最低保障年金 (税財源 )
・ 最低保障年金の満額は7万円 (現在価額)
・ 生涯平均年収ベース (=保険料納付額)で一定の収入レベルまで全額を給付し、それを超えた点より徐々に減額を行い、
ある収入レベルで給付額をゼロとする
。全ての受給者が、所得比例年金と最低保障年金の合算で、概ね 7万円以上の年金を受給できる制度とする

【現行制度の改善】
0最低保障機能の強化

:襲又言褥算l〔黎6]
のカロ算については、カロ算対象者・障害基礎年金へ

皐によって財政規模が変動

※ 低所得者・
資産調査の有無

`

カロ算水準・

※ 上記金額は、年収65万円未満 (単身の場合)の者等に対して、
月額16万円 (7万円と老齢基礎年金の平均額54万円の差)を
カロ算する等の前提

0高所得者の年金給付の見直し
低所得者へのカロ算と併せて検討   |
なお、公的年金等控除を縮減することにようて|

対応することにういても併せて検討
※ 高所得者の年金給付の見直しについては、
減額対象者によって財政帰度が変動

※ 仮に、年収1,000万円以上から減額開始

」与?四船怠寓雀農公場籍ふ今猥残奪)

●短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大

例えば雇用保険並びにまで拡大すると、
約400万人

第 3号被保険者制度の見直し
。新しい年金制度の方向性 (二分二乗)を踏まえつつ、
不公平感を解消するための方策について検討

O マクロ経済スライ ド
・世代間の公平等の観点から見直しを検討
・仮に、特例水準を3年間で解消すると、年金額が▲250/●削減され、
毎年0.1兆円程度公費縮小
。その後、単に毎年▲09%のマクロ経済スライドをすると、
毎年0:1兆円程度の公費縮小

※ 物価・賃金が上昇した年のマクロ経済スライドの発動による
給付抑制は、現行制度で織り込み済み



充実 (金額は公費 (2015年)) 重点化・効率化 (金額は公費 (2015年))

新しい年金制度の創設については、
国民的な合意に向けた議論や環境整備の状況を踏まえつつ、検討を進める。

現行制度の改善については、
最低保障機能の強化関係は、税制抜本改革とともに、2012年以降速やかに関係法案を提出.
その他は、2012年以降速やかに法案提出6
主な検討の場、検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり

【社会保障審議会年金部会】
○主な検討事項  最低保障機能の強化、高所得者の年金給付の見直し、第3号被保険者制度の見直し、

在職老齢年金の見直し、マクロ経済スライド、支給開始年齢引上げ等
〇最近の開催状況 8月 26日に第1回を開催し、今後の進め方等について議論。

○今後のスケジュール 年内を目途にとりまとめを目指す。

【社会保障審議会短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会】

〇主な検討事項  短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の具体的な適用の在り方等
○最近の開催状況 9月 1日に第1回を開催し、今後の進め方等について議論予定。

O今後のスケジュール 年内を目途にとりまとめを目指す。

● 在職老齢年金の見直し
・ 60歳代前半の者に係る調整限度額を、
60歳代後半の者と同じとすることを検討

●産体期間中の保険料負担免除

●被用者年金の―元化
(● は公費への影響なし)

○ 支給開始年齢引上げ
・ 先進諸国 (欧米)の平均寿命。受給開始年齢を十分参考にし、
高齢者雇用の確保を図りつつ、 68～ 70歳へのさらなる引上げを
視野に検討
・ 厚生年金の支給開始年齢ら1上げスケジュールの前倒しを検討
・ 基礎年金の支給開始年齢を引き上げる場合、 1歳引き上げる毎に、
引上げ年において0.5兆円程度公買縮小

・ 健康保険制度を参考に見直しを検討



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋

0社 会保障改革の具体策、工程及び費用試算(抜粋)
充実、重点化 。効率化

・ 総合的な障害者施策の充実 (制度の谷間のない支援、地域移行・地域生活の支援)

応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、個々の
ニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を内容とする「障害者総合福祉法J(仮称)の制定に
向け、平成24年常会への法案提出、25年8月までの施行を目指す (平成22年6月 29日閣議決定)。
主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり。

【障 が い者 制 度 改革 推進 会 議 総 合 福 祉 部 会 】
型累富菫障

改革推進会議の下に設置。障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者、
音等55名で構成。

○主な検討事項    ・制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等、障害者
に係る総合的な福祉法制の制定に向けた検討。

O最近の開催状況   ・平成22年4月 以降計17回開催、直近では8月 9日 に開催。
O今後のスケジュール ・引き続き議論を進め、8月 30日 に新法の骨格提言がなされる予定。

【障がい者制度改革推進会議】

○主な検討事項

○最近の開催状況

○今後のスケジュール

※障がい者制度改革推進本部(内閣総理大臣を本部長とし、すべての国務大臣で構成)の下に設置。障害者、
障害者の福祉に関する事業に従事する者、学識経験者等26名 (オブザーバー2名含む)で構成。

・障害者基本法の改正と改革の推進体制、障害者権利条約の実施状況の監視等を行う機関 (モニ
タリング機関)、 障害を理由とする差別等の禁止に係る制度、教育や労働・雇用、障害福祉サービ
ス等について検討。
・平成22年 1月 以降計34回開催。平成22年6月 フ日に第一次意見、12月 17日に第二次意見とりまとめ。
直近では8月 8日 に開催。
・障害者制度改革の集中期間である当面5年間(H21.12～ )、 引き続き検討を行う予定。

※このほか、障がい者制度改革推進会議の下に差別禁上部会を設置 (H2211～ )し、障害を理由とする差別等の禁上に係る制度について検討。          8



0 の具体策、工程 (抜粋)

工程充実、重点化・効率化

ジョブ・カードの活用等による若者の安定的雇用の確保
女性の就業率のM字カープの節 肖
超高齢社会に適合した層用法制の検討など
年齢にかかわりなく働き続けることができる社会づくり
福祉から就労への移行等による障害者の幅用促進
地域の実情に応じた関係機関の連携と就労促進策の総合的実施

デイーセン ト・ ワーク (働きがいのある人間らしい仕事 )の実現
非正規労働者の公正な待遇確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの策定
有期契約労働者の雇用の安定や処遇の改善に向けた法制度の整備の検討
長時間労alf口制やメンタリレVレス対策による労働者の健康・安全の確保

雇用保険 。求鵬者支援制度の財源の検討

就労促進策の継続的推進 (① )

総合的ビジョン :201■年に策定  (② )
法制度整備 :2011年度労働政策審議会で結論、
所要の見直し槽置 (③)
労働安全衛生法改正法について、
早期国会提出に向け検討 (④ )

0雇用保険法、求■店支援法の規定を踏まえ検討(⑤)

叫  上記を踏まえた、主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールなどは下記のとおり

【(②について)リト正規雇用のビジョンに関する懇談会】
○主な検討事項:雇用の安定や処遇の改善に向けた

非正規雇用に関する総合的ビジョンについて
O最近の開催状況:第 1回 (6月 23日 )、 第2回 (7月 14日 )
0今後のスケジュール:平成23年中の策定に向けて検討を行う

【(⑤について)労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会
0主な検討事項 :雇用保険・求職者支援制度の財源について
O最近の開催状況:改正雇用保険法・求職者支援法について答申(2月 1日 )
O今後のスケジュール:法の規定を踏まえて検討を行う

【(①について)】

【労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会】
0主な検討事項 :年齢にかかわりなく働き続けることができる社会づくり等について
0今後のスケジュール:秋頃から検討を行う

【今後のパートタイム労働対策に関する研究会】
0主な検討事項 :今後のパートタイム労働対策について
0最近の開催状況 :7月 29日 に第9回を開催
0今後のスケジュール:9月 頃に報告書を取りまとめ、雇用均等分科会へ報告

【(③について)労働条件分科会】
0主な検討事項:有期労働契約の締結・終了、契約期間中の処遇等
0最近の開催状況:8月 3日 「議論の中間的な整理」を公表
O今後のスケジュール:平成23年 12月 頃 議論の取りまとめ予定

【(④について)労働政策審議会安全衛生分科会】
0主な検討事項 :ストレス症状を有する労働者に対する面接指導制度の導入等について
0最近の開催状況 :平成22年 12月 22日に、労政審より建議
O今後のスケジュール :建議を踏まえ、早期国会提出に向け検討を行う



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋

●第2のセーフテイネットの構築         ●最後のセーフティネットである生活保護の見直し(充実・重点化・効率化)
a求職者支援制度の創設 (費用負担の在り方の検卜を含む)°稼得能力を有する生活保護受給者向け自立・就労支援メニューの充実と支援強化
b複合的困難を抱える者への伴走型支援     ・子どもの貧困連鎖の防止
c生活保腱受綸者等に対する就労支援      ・医療扶助等の適正化、不正受給防止対策の徹底
d住宅支援の仕組みの検討           ・客観的データに基づく生活保護基準の検討

上記を踏まえ、
【第2のセーフティネットの構築】
求職者支援制度については、労働政策審議会の議論を経て(本年2月 1日法案要綱答申)、 今通常国会に関連法案を提出し、成立した。本年10
月1日から施行予定。
【最後のセーフティネットである生活保護の見直し】
・生活保護制度の見直しについては、国と地方が協議し、制度改正も視野に具体的な見直しを実施。
・生活保護基準の検討については、消費データ等に基づき、専門の部会において24年末までに検証を実施。
主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり。

【生活保護制度に関する国と地方の協議】

○主な検討事項 ・受給者の就労・自立支援、医療扶助や住宅扶助の適正化、保護費の適正支給の確保、第2のセーフティ
ネットと生活保護の関係等。

O最近の開催状況 °本年5月 に大臣、首長によるハイレベル会合を開催。以降月2～ 3回のペースで事務方レベルの会合を開
催し、現状分析や論点整理を実施中。

O今後のスケジュール・引き続き議論を進め、再度ハイレベル会合を開催しすみやかにとりまとめ。

【生活保護基準部会】
○主な検討事項  ・生活保護基準の定期的な評価・検証。
O最近の開催状況 ・4月 ～7月 までに全4回開催し、現行の保護基準の体系、地域差、勤労控除等について議論。
O今後のスケジュール・本年11月 頃に総務省より全国消費実態調査等のデータを入手。その後当該データを特別集計し検証

を行い、平成24年後半に報告書とりまとめ。



社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋

0社 会保障改革の具体策、工程及び費用試算 (抜粋)

充実、重点化・効率化

0難 病対策

・ 長期高額医療の高額療養員の見直し (再掲)など難病医療
費の支援のあり方の検討

上 記 を踏 まえ、撮 治枠 痣 塵対 告 I二ついて _医店 .研究 _福カト.就薔・目 日す 爆 怖 告 等湘 南織 晰 由 r_‐綸 計葬得 ら^
主な検討の場の検討事項、最近の開催状況、今後のスケジュールは以下のとおり

【新たな難治性疾患対策の在り方検討チーム】

※ 難治性疾患についての省内の検討チーム (座長:大塚副大臣、副座長:岡本政務官・小林政務官、構成員:省内関係部局長)

O主な検討事項   ・難治性疾患に係る医療費助成、研究事業、福祉サービス、就労・雇用支援の在り方

0最近の開催状況  覧橿雲雪監霞財場 :燥曇≧彗「 ぞ誕葬
3回開催され、難治性疾患に関する研究事業のあり方や難治性疾患患者に対す

。一体改革成案については、第3回で報告済。                           ・

O今後のスケジュール ・今後の難治性疾患対策の在り方について、引き続き議論を進める。

【厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会】
0主な検討事項   .難病対策に関する専門的事項、今後の難病対策の在り方について検討。

O最近の開催状況  .昨年 (平成22年 )5月・8月 に開催され、今後の難病対策の在り方について議論したところ。

o今後の不ケジュール・今後の難病対策の在り方について、引き続き議論を進める。



資料 151

社会保障給付費検討会の設置について



社会保障給付費 の整理 に関す る検討会 の設置 につ いて

1.趣旨
「社会保障・税一体改革成案について(平成 23年 7月 1日閣議報告 )」において、社

会保障給付の整理が求められており、その前提として、社会保障給付費の概念や内容

について整理することが求められている。

多岐にわたる社会保障給付費の概念や内容について議論及び整理をするため、学

識経験者を参集し、検討を行う。

2.検討事項
社会保障給付費の集計範囲等について、学術的・統計実務的な観点から検討

を行う。

3,スケジュール (案 )
平成 23年 10月 頃までを目途に3回程度開催予定。

※本検討会は、厚生労働省政策統括官 (社会保障担当)の私的諮問機関として

設置する。

※本検討会の構成員は調整中。
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「国と地方の協議の場」について



国と地方の協議の場について

1 目的
国と地方の協議の場は、地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並

びに実施について、関係各大臣と地方六団体の代表者が協議を行い、もって地

域主権改革の推進並びに国及び地方公共団体の政策の効果的かつ効率的な推

進を図ることを目的とする。

2 概要
(1)構成及び運営
・ 協議の場は、次に掲げる者をもって構成する。

〔国 側〕:内閣官房長官、特命担当大臣、総務大臣、財務大臣、内閣総理

大臣が指定する国務大臣 (内閣総理大臣が議長及び議長代行を指定)

〔地方狽1〕 :地方六団体の代表 (副議長を互選 )

議長は、議員でない国務大臣、地方公共団体の長・議会の議長を、議案

を限つて、臨時に参加させることができる (地方側は、地方公共団体の長・

議会の議長の参加を求めることができる。)。
・ 内閣総理大臣は、いつでも出席 し発言することができる。

(2)協議の対象
次に掲 |ずる事項のうち重要なものを協議の対象とする。
・ 国と地方公共団体との役割分担に関する事項
・ 地方行政、地方財政、地方税制その他の地方自治に関する事項

経済財政政策、社会保障に関する政策、教育に関する政策、社会資本整

備に関する政策その他の国の政策に関する事項のうち、地方自治に影響を

及ぼすと考えられるもの

(3)招集等
内閣総理大臣は、毎年度、議長が協議の場に諮つて定める回数、協議すべ

き具体的事項を示 して協議の場を招集する (臨時に招集することも可能。)。

(4)分科会
議長は、分科会を開催 し、特定の事項に関する調査・検討を行わせること

ができる。

(5)国会への報告
議長は、協議の場の終了後遅滞なく、協議の概要を記載した報告書を作成

し、国会に提出しなければならない。

(6)協議の結果の尊重
協議が調った事項については、議員及び臨時に参加した者は、協議結果を

尊重 しなければならない。



3 開催状況
(1)第 1回会合 (平成 23年 6月 13日 )
・ 社会保障・税一体改革について

・ 東日本大震災復興対策について

(2)第 1回臨時会合 (平成 23年 8月 12日 )
・ 国と地方の協議の場分科会について

(社会保障・税一体改革分科会について)
・ 子ども手当について
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「短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会」

の設置について

1.設置の趣旨

「社会保障・税一体改革成案」に盛り込まれた、短時間労働

者に対する社会保険 (厚生年金・健康保険)の適用拡大につい
て、医療保険 口年金を横断し、雇用政策と連携した総合的な検

討を行うことが必要である。

このため、社会保障審議会に社会保険の適用拡大の具体的な

在り方についてご審議いただく専門の部会を設置する。

また、本部会では、社会保険の適用基準と密接に関連する被

扶養配偶者 (国民年金第 3号被保険者)の認定基準のあり方に
ついても検討を行う。

2.当面のスケジュール

「社会保障・税一体改革成案」において、平成 24年 (2012
年)以降速やかに法案を提出し、順次実施することとされてい
ることから、9月 以降、月 2回程度のペースで開催を予定し、

関係団体からのヒアリングを行いつつ、検討を進め、年内のと

りまとめを目指す。

なお、検討結果については、医療保険部会及び年金部会に報

告し、医療保険制度改革及び年金制度改革それぞれとの整合性

を図る。



社会保障審議会短時間労働者への社会保険適用等に関する

特別部会委員就任予定者名簿

氏  名         所  属  ・ 役  職

岩 村  正 彦   東京大学大学院法学政治学研究科教授

遠 藤  久 夫   学習院大学経済学部教授

岡 峙  誠 也   全国市長会国民健康保険特別対策委員長 (高知県高知市長)

小 島   茂   日本労働組合総連合会総合政策局長

貝 谷   伸   全国健康保険協会理事           =

加 藤  弘 貴   (財 )流通経済研究所専務理事

久保田  政 一   (社 )日本経済団体連合会専務理事

齋 藤  正 寧   全国町村会副会長 (秋田県井川町長 )

佐 藤  博 樹   東京大学大学院情報学環教授

霜 鳥  ― 彦   健康保険組合連合会理事

白波瀬  佐和子   東京大学大学院人文社会系研究科教授

杉 山  慎 一   日本サービス・流通労働組合連合政策局長

瀬 戸   実   全国中小企業団体中央会理事

高 岡  美 佳   立教大学経営学部教授

坪 田  秀 治   日本商工会議所理事・事務局長

中 島  圭 子   日本労働組合総連合会総合政策局長

平 田 未 緒   (株 )アイデム 人と仕事研究所所長

福 田  富 ―   全国知事会社会文教常任委員会委員長 (栃木県知事)

(平成 23年 8月 22日現在、五十音順、敬称略)
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社会保障審議会・第3号被保険者不整合記録問題対策特別部会報告書〔概要}

(平成23年5月 20日 )
1.抜本改善策の基本的考え方

(1)保険料に応じた年金給付という原則を踏まえ、制度への信頼を確保すること

(2)できるだけ正しい記録を追求すること

(3)適切に手続きを行つてきた者等との公平性に留意すること

(4)不整合期間を有する者に対する救済の観点にも配慮すること

(5)今回限りの特例的な時限措置とし、再発防止策を徹底すること

2.抜本改善策の具体的内容について

(1)記録爾正によつて受給権は確保するため、不整合期間を「カラ期間Jとする。

(2)不整合期間への特例追納を可能とする。
・ 年金確保支援法案における後納制度と同様、過去10年前までの不整合期間につき納付ができる
ようにする。 (保険料は、当時の保険料額にその後の国債利回り等を勘案した一定率を加算)
・ 受給者等にも、特例追納の機会を設ける。60歳のときから過去¬0年前(50歳まで)の不整合期間
を対象とすることを検討。 (保険料は、例えば過去10年間の追納保険料額を下回らない額で一律)
。一括納付又は特例追納期間内の分割納付の方法で納めることを可能とする。
・ 後納制度と同様、3年間の時限措置とする。
・ 過去に訂正された不整合期間についても今般の措置の対象とする。

(3)未訂正期間を有する年金受給者の扱い
・ 特例追納がない限り、過去5年間に支払われた過払い額の返還を求め、将来支給する年金に
ついて1ま減額を行うことを原則とする。
・ 行政の取扱いを信頼してきた受給者の保護や、高齢者の生活の安定の観点を考慮した配慮措置
を併せて講じる。

(4)いわゆる「運用3号」取扱いの下で年金を裁定された受給者についても、遡って
再裁定を行い、同様の取扱いとする。

(5)記録訂正により遺族口障害年金の受給権が失われることのないような措置を講じる。

(6)新たな不整合期間が生じないようにするための方策を講じる。

0政 府において、今般の問題が生じた背景や原因の調査分析を行いつつ、再発防止
のための改善方策を早急に講じることを求める。また、今般の措置や第3号被保険者
制度の内容について、十分に周知広報を行うことが必要。
国民の側に関しても、種別変更の届出は義務となつていること、自らの記録を
正しいものとしておく取組みが必要.

0今 後、年金制度改革について検討していく中では、第3号被保険者制度そのもの
のあり方についても、別途、議論を深めていくことを強く求める。

〔厚生労働省年金局作成〕
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人口部会の検討状況

平成 23年 7月 より月 1回程度開催 し、東日本大震災の影響も踏まえ、年明け

を目処にできるだけ早期に推計結果を取りまとめる。

第 11回 (平成 23年 7月 1日 )

(1)部会長選任及び部会長代理指名
(2)人 口部会について
(3)報告聴取
平成 22年人口動態統計月報年計 (概数)の概況

平成 22年国勢調査抽出速報と今後の公表予定

(4)将来人口推計とは一その役割と仕組み―

第 12回 :将来人口推計の方法と検証について

第 13回 :新推計の基本的考え方①

<平成22年国勢調査人口等基本集計の公表 (平成 23年 10月 予定)>

第 14回 :新推計の基本的考え方②と仮定設定 (総括審議)

第 15回 :「 日本の将来推計人口」推計結果について



酬日刊

医療イノベーションについて



平成 23年 6月 16日

医療イノベーション会議

医療イノベーション推進の基本的方針

1.未来型医療システムを構築していくための目

高齢化が進展する我が国において、医療は従来以上に高度で多様なニーズに対応する

ことが求められる。このような中、これまで治療困難であつた病気を克月艮し、病気の予

防や重症化予防による健康寿命の延長を図ると共に、要介護人口の増加抑制による介護

負担の軽減や副作用回避による無駄な医療費の肖1減、効果予測による医療費の有効活用

により、費用対効果が高く、世界最高水準の医療を国民に提供することを目指す。また、

「日の丸」印の医薬品・医療機器を積極的に開発 し世界に発信することで、医療分野が

今後の我が国の経済成長を担う新しい成長産業に育つことを目指す。

2.目 標達成のための 4原

①我が国の英知の結集により、国内に存在する「強み」を最大限に活かし、また、弱点

を補強することで、世界に通用する技術の実用化体制を整備

②抜本的なシステム改革を目指し、他方で医療の質が向上したと国民が実感を持てるよ

うに短期的な成果 (成功事例)をあげるための、重点的な支援

③従来以上の踏み込んだ産学官連携を行い (縦割りの弊害排除)、 イノベーションの阻

害となっている根詰まりを解消するための、重点分野への大胆な予算投入や規制改革

④東日本大震災後の復興プランと医療イノベーションとの連携による、未来志向の新し

い医療システムの構築

3 今後の検討の方向
以下の重点分野に対し、各省の縦割りを排除 し、既存の枠を超えた大胆な予算投入と規

制改革を実施する。

①医 薬 品 :基礎研究～実用化の間の橋渡し (死の谷の克服)支援の重点化と、臨床
試験を推進するための体制強化 (グローバル対応含む)

②医療機器 :ものづくり企業の技術を医療機器開発に活かすための仕組み (制度、イ

ンフラ、ネットワーク)づ くり

③再生医療 :短期的取組として、重点技術に集中支援して成功事例を生み出し、将来

的には技術の実用化を促進するための新しいシステムを検討

④個別化医療 :短期的取組として、バイオバンク・データベースの整備やデータを解析

し医療につなげるメディカル・インフォマティクス機能を強化し、将来的

には個別化医療を普及するための医療体制と法制度を整備

また、各分野を支える横断事項として、革新的医薬品 。医療機器創出や新 しい医療シス

テムを支える制度・インフラ整備、研究開発を支える人材育成、広報・普及活動の強化

及び知的資産の戦略的な活用等に取り組む。
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B型肝炎訴訟の経緯について
【先行訴訟 】

○ 平成元年、B型肝炎患者ら5名が、集団予防接種における注射器連続使用によってB型肝炎
ウイルスに感染したとして、国を提訴。

○ 平成12年一審判決では、国側勝訴6平成16年高裁判決では、国側一部敗訴。

O平 成18年6月 、最高裁判決により国の損害賠償責任が認められ、1人あたり550万円(尉謝
料500万円+弁護士費用50万円)を支払った。

現在係争中の訴訟 】
平成20年3月以降、先行訴訟の原告と同様の状況にあるとして、全国10地裁で727名が
国を提訴中。 ※原告数は、報道情報含む

○ 平成22年3月 12日 (ホL幌地裁)に、和解協議に入れるか否かについて検討を求められ、
5月 14日 (札幌地裁)に、裁判所の仲介の下で和解協議の席に着く旨を表明。

O平 成23年 1月 11日及び4月 19日に、札幌地裁から和解の考え方 (所見)が提示され、それぞ
れについて原告側、政府側双方が受け入れを表明済み。

O平 成23年6月 28日に、「基本合意書」の締結及び「政府基本方針」の表明

0平 成23年 7月 29日に、「B型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方針」を閣議決定



B型肝炎訴訟の「基本合意書」の概要等について

項 目 基本合意書の概要

証
明
方
法

集団予防接種を受けた
こと

○ 母子健康手帳や予防接種台帳、接種痕により確認。
Oこれらの証拠が提出できない場合は、提出可能な資料、さらに医療記録等の資料を
総合した個別判断による。

父子感染・
ジェノタイプ

父親の血液検査結果等、B型肝炎ウィルスのジェノタイプの検査結果を提出する。
※ 予防接種による感染が認められた原告の検査費用は国が負担

和
解
金
額

死亡・ 肝がん・

肝硬変〔重鷹〕
3,600万 円

肝硬変(軽度) 2,500万 円

慢性肝炎 1,250万円

無症候性キャリア 600万円

除斥期間
(20年 )を
経過した者の取扱
い

(政策対応 )

慢性肝炎
政策対応として、
O現 在も慢性肝炎の状態にある者等 300万円
○ 現在は治癒している者 150万円

無症候性
キヤリア

以下の対応 (最大242万円相当)
○ 政策対応として、原告の請求により、以下の費用を各年毎に支払う
・ 定期検査費用 (年 4回まで)等
・ 定期検査に係る交通費等として、1回当たり1.5万円(年 2回まで)
○ 上記に加え、過去の定期検査等の費用として50万円(一括払)

※

※

上記のほか、弁護士費用を別途加算。
既に提訴している原告については、団体加算金として5億円を加算



(患者、無症候性キャリアとも提訴率100%の場合)

当面(5年程度 ) 将来分 (25年程度)

1.5兆円

現在の患者分等の費用

(除斥期間を経過した慢性肝炎
患者を含む)

病状進行者分の費用
(見込み)

無症候性キャリア
分の費用

0 6兆円

1. 1リヒF弓 2.1りし円

0.6兆円 (4.5万人程度 )

0_2兆円 (1万人程度)

―括金

(50万円)
02兆円 (40万人程度 )

定期検査費・

交通費等

※上記に加え、弁護士費用(約300億円)、 塩基配列等検査費用(約 100億円)、 団体加算金(5億円)力甥り途加算される



B型肝炎断訟の全体解決の枠組みに関する基本方針

平成 23年 7月 29日
閣  議  決  定

B型肝炎訴訟の原因である集団予防接種については、感染症から国民の生命・身体
を守り、国民全体に広く利益をもたらしたが、他方で、それにより、少なからず被害

を被った方々がおられる。本件訴訟は、かつて例のない大変大きな広がりを持つもの

であり、長期にわたって責任のある対応をとることが必要である。

本件訴訟については、平成 23年 6月 28日 に国と全国B型肝炎訴訟原告団・弁護
団との間で、国がB型肝炎ウイルスに感染した被害者の方々に甚大な被害を生じさせ、
その被害の拡大を防止しなかったことについての責任を認めることを内容とする「基

本合意書」が締結された。その際、財源確保策も含めた全体の枠組みについて所要の

法案の成立を目指すこと、また、本件の原因が昭和23年から昭和 63年までの集団
予防接種の際の注射器の連続使用であることを踏まえ、こうした枠組みを国民全体で

支えていただくことについて、国民の理解を得ることが必要であることなどを内容と

する政府基本方針を決定した。

以上の経緯を踏まえ、被害を受けた方々に対する給付を万全なものとするため、B
型肝炎訴訟の全体解決の枠組みについては、「別添」に基づいて速やかに具体化を図

った上で、与野党協議に付し、給付と財源に関する法案の一体的な成立を目指す。

□  集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるB型肝炎ウイルス感染者に対す
る給付金等の支給に関する枠組み (骨子 )



集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるB型肝炎ウイルス感染者に
対する給付金等の支給に関する枠組み (骨子)

B型肝炎訴訟について、今後訴訟を提起する者も含めた対応を行うためのスキー
ムを構築する。

2. 対象者とその認
対象者は、昭和 23年から昭和 63年までの集団予防接種における注射針等の
連続使用により満 7歳になるまでの間にB型肝炎ウイルスに感染した者及び
その者から母子感染した者

対象者は裁判所が認定する。

3_ 給付金等の支
(1) 主な給付金額
イ 死亡・肝がん・肝硬変 (重度 )
口 肝硬変 (軽度 )
ハ 慢性 B型肝炎 ((2)日の者は除く。)
二 無症候性キャリア ((2)イ の者は除く。)
(2) 除斥期間が経過 した者への政策対応
イ 無症候性キャリア 給付金 50万円及び定期検査費用 (年 4回まで)等
口 慢性 B型肝炎
(i)現 在も慢性肝炎である者 等
(il)現 在は慢性肝炎ではない者
病態が進展した場合、既に支給した一時金との差額を追加給付金として支給
((2)の者の病態が進展した場合には (1)の給付金を支給 )
給付金等の請求には、 5年間の請求期間を設ける。

給付金等の支給に当面 5年間で必要な費用 11兆円について、期間を限つて国民
全体で広く分かち合う観点から、税制上の措置により07兆円を確保し、あわせて
厚生労働省における基金の剰余金の返納、遊休資産の売却等により01兆円を確保
し、これにより早急に財源を手当てする必要がある部分に相当する財源措置を講じ

る。残余の 03兆円については執行状況を踏まえ、今後の対応を検討する。

5_ 支給事
上記財源を社会保険診療報酬支払基金に新たに設置する基金に繰り入れ、給付金

等の支給事務は、同法人において実施する。

6.見 直し規定
施行後 5年を目途に給付金等請求の状況を勘案し、請求期間及び財源措置を講ず
る期間について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。

(2)

3,600万 円

2,500万円
1,250万円

600万円

給付金 300万円

給付金 150万円
(3)

(4)



(参考 )

B型肝炎訴訟の全面解決に係る
当面必要な費用と将来分の費用について

(患者、無症候性キャリアとも提訴率100%の場合の試算)

1.当面 (5年程度)の見込み  計 1.1兆円

○ 現在の患者分等の費用(除斥期間を経過した慢性肝炎患者を含む)

…・ 0.6兆円

O病 状進行者分の費用     ・・・ o2兆 円

0無 症候性キャリア分の費用

・ 一括金 (50万円)     …・ 0.2兆円

・ 定期検査費・交通費等    …・ o.1兆円

2.将来分 (25年程度)の見込み 計2.1兆円

○ 病状進行者分の費用     …・ 1.5兆円

○ 無症候性キャリア分の費用

口定期検査費口交通費等    …・ o.6兆円

合計 最大約3.2兆円



酬
… 1

基礎年金国庫負担割合2分の1財源確保の
検討状況について



これまでの経緯 (現在の基礎年金国庫負担割合2分の1の維持のスキーム)

(1)平成16年改正 :制度の長期的安定のため、基礎年全国庫負担割合の2分の1への引上げを決定

○平成16年改正においては、長期的な給付と負担の均衡を確保するとともに、現役世代の負担が過重とならないよう、
次の4点を大きな柱とする改正を行い、制度の持続可能性を維持することとした。

<平成16年改正の4つの柱>
①上限を固定した上での保険料の引上げ
※保険料を段階的に引き上げつつ、平成29年度以降、その水準を固定 (負担の上限の明確化)。

②負担の範囲内で給付水準を自動調整する仕組みの導入
※現役世代の人口減少 (制度の支え手の減少)を勘案しつつ、給付水準を自動調整するマクロ経済スライドの導入。

③積立金の活用
※財政均衡期間(おおむね100年)の終了時に、給付費1年分程度の積立金を保有することとし、積立金を活用して後世代の
給付に充てる。

④基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げ

※所要の安定的な財源を確保する税制抜本改革を行つた上で、平成21年度までに国庫負担割合を2分の1へ引上げ。

(2)平成21年改正 :16年改正のスキームの維持のため、税制抜本改革までの間も国庫負担割合2分の1の維持を義務化

○平成16年改正の課題であった「基礎年全国庫負担割合2分の1」について、所得税法等改正法附則104条の税制抜本
改革によって安定財源が確保される年度 (特定年度)以降、2分の1とすることとしつつ、それまでの間も「臨時の法制
上・財政上の措置」によって、2分の1を維持することが義務づけられた。

<平成21年改正の主な内容>
①特定年度以後は、恒久的に国庫負担割合2分の1とする。

②平成21・ 22年度については、臨時財源 (財投特会からの特例的な繰入金)を確保し、国庫負担害1合2分の1とする。

③平成23年度から特定年度の前年度までは、国庫負担割合2分の1を維持するよう、臨時の法制上・財政上の措置を義務づけ。



平成23年度当初予算における対応

O平成21年改正のスキームを踏まえ、平成23年度の基礎年全国庫負担割合2分の1の維持のための臨時財源
を確保し、当初予算に計上。

O上記財源措置に併せて、以下の内容の法案を国会に提出。
①平成23年度については、臨時財源(2.5兆円)を活用し、基礎年金国庫負担割合2分の1を維持する。
②平成24年度から特定年度の前年度までの間は、税制抜本改革により確保される財源を活用し、基礎年金国庫負担2分の1を
維持するよう、必要な法制上。財政上の措置を講ずるものとする。

東日本大震災からの復旧・復興のための第1次補正予算における対応 (参考資料102)

○東日本大震災の発生に伴い、年金臨時財源2.5兆円分を緊急的に震災復興に転用 (第 1次補正予算)。 現在、平成23
年度の国庫負担割合2分の1の財源は手当てされておらず、年金財政に穴が空いている状態。

基礎年金給付費
(当初予算の姿)

25兆円を震災復興に
(1次補正予算の姿)

給付費を賄うため、一時的に

積立金(労使拠出)で穴埋め

サラリーマン

国庫負担

事業主

自営業者

合わせて
2分の 1

震
災
復
興
費

→

保険料(2分の1)

年金制度の安定的運営 0信頼確保の観点から今後求められる対応

ゆ 平成23年度の基礎年全国暉負担割合2分の1の維持に要する費用の早期繰入れの実現。(参考資料3)
※ 本年8月 9日の3党 (民主。自民・公明)の確認書において、年金臨時財源2.5兆円分の費用について、「第3次補正予算の
編成の際に、復興債で補てんすることとし、そのための財源確保策と併せて、各党で検討する。」旨が示されており、できる限り
早期の繰入れを実施することが必要。

ゆ 平成24年度以降の基礎年金口庫負担害J含2分の1の維持のため、社会保障・税の一体改革の実現。
※ 基礎年金国庫負担割合2分の1の達成は、年金制度の長期的。安定的運営のために不可欠であり、その恒久財源の確保の
ためにも、社会保障・税の一体改革の実現が必要。



(参考資料 1)

「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案」の内容の変更について

2月 14日 に国会に提出した法案の概要 変更後の概要 (4月 28日閣議決定・国会提出)

○ 平成23年度について、国庫は、臨時の財 L
源により、国庫負担割合2分の1と36.5%の差
額を負担することとする。

・ (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構特例業務

勘定の利益剰余金 (1.2兆 円)
・ 財政投融資特別会計財政融資資金勘定の積立
金・剰余金 (1り

`円

)

■・.:..lfでテ晋警摯冑T倉計の剰余金⑩.2ソ
`円

)

●・・
・・・・・・・ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●̈・・・ .、

10平成24年度から税制の抜本的な改革によ L
り安定財源の確保が図られる年度の前年度 :
までの各年度については、上記の差額に相当
する額を税制の抜本的な改革により確保され
る財源を活用して国庫の負担とするよう、必要

lな法制上・財政上の措置を講ずるものとする。

: ※ 国民年金保険料免除期間の年金額は、国庫負担 :

稟潔  席臨)・≒
:年金額を計算するものとする。       :

≒.鐸屏 逃、、「「■71‖f

※ 左記の財源は補正予算に充てられることとなり、
そのための法案が別途提出される。

○ 左記の臨時財源を平成23年度の基礎年
金に充てる旨を定めている規定を削る。

〇 以下の趣旨の規定を置く。
・ 平成23年度の基礎年金国庫負担割合
は2分の1とする。
・ ただし、平成23年度の2分の1と365%と
の差額は、税制抜本改革により確保され
る財源を活用して、年金財政に繰り入れる。



(参考資料2)

補正予算編成に際して国家戦略担当・財務・

厚生労働 3大臣で合意した文書 (4月 19日 )

平成 23年度の基礎年金国庫負担について

標記については、「平成 23年度以降の基礎年金国庫負担の取

扱いについて」(平成 22年 12月 22日 国家戦略担当・財務・厚

生労働大臣合意)において取扱いを定めたところであるが、東
日本大震災に対処するために要する費用の財源を確保する等の

観点から、以下のとおりとする。

○ 法律上、平成 23年度基礎年金国庫負担割合は2分の 1であ
ることを明記する。

○ ただし、平成 23年度の 2分の 1と 36.5%と の差額は、税
制抜本改革により確保される財源を活用して、年金財政に繰

り入れることを併せて法制化することとする。

平成 23年 4月 19日



参( 3)

確 認 書

民主党、自由民主党及びグ明党の二党は、以下の点について
確認する。

一、歳出の見直しについては、以下のとおりとする。
・高逹逍路黒料化については千茂 24年度予算机算妥ネにお
いて計上しないこととする。
・高校無償化及びえ業′Jll所得補償の子茂 24年度以降の制
度のあり方については、政策効果の検証をもとに、熱妥な
几直しを検討する。
なお、これらを合めた歳出の几直しについて、千咸 23年度
における歳出の削減を前提に、千戌 23年度第 3次浦工予算な
らびに千戌 24年度予算の機戌プロセスなどにあたり、裁実に
対処することを確気する。

一、上宅歳出の几直しと併せ、子ども手当等の几直しによる歳
ムの削減について、千咸 23年度補正予算において減額措三す
ることを、特例ダ債を発行可能とするための法家の附月1に明
記する。

一、法人税減4iL等 を合む千茂 23年度税制夜工法索 (そ の内容を
一部勿 り出して6月 22日 に成立した法律にあるものを除 ()
については、復奥のための第3次補正子年の検討と併せ、各
党間で

`1き

続き協議する。

一、東日本人震え復興基本法第8条に規定する復異債の償還財
源の具体的内容や償通ルールなど、あらかじめ決めることと
されているその償通の道筋については、第 3次補正予算の編
戌までに、各党で楡計を4め る。



一、千戌 23年度第 1次補工予算における財源措五として活用し
たキ金臨時財源については、第 3次舗工予算の編戌の際に、
復興債で補てんすることとし、そのための財源確保策と併せ
て、各党で検討する。

一、以上を踏まえて、特例グ債をを行可能とするための法素に
ついて4やかに咸主させることとする。

以上、確気する。

千戌 23年 8月 9日

民主党幹事長

自由民主党幹事長

グ明党幹事長




